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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第85期中間連結会計期間よりエスエムケイ エレクトロニクス トレイディング シャンハイ カンパニー

リミテッド及びエスエムケイ エレクトロニクス インターナショナル トレイディング シャンハイ カ

ンパニー リミテッドを連結の範囲に含めました。 

３ 第86期中間連結会計期間よりエスエムケイ リンク エレクトロニクス コーポレーションを連結の範囲に

含めました。 

４ 第86期中間連結会計期間よりエスエムケイ ブラジレイラ インダストリア エレトロニカ リミターダ及

びエスエムケイ サンパウロ インダストリア エレトロニカ リミターダを連結の範囲から除外しまし

た。 

５ 純資産額の算定にあたり、第85期中間連結会計期間より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基 

準」(企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会

計基準適用指針第８号)を適用しております。   

第一部 【企業情報】

回次 第84期中 第85期中 第86期中 第84期 第85期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 34,897 39,300 44,031 71,860 79,074

経常利益 (百万円) 2,945 3,834 3,904 5,512 6,190

中間(当期)純利益 (百万円) 1,839 2,335 2,337 3,473 3,693

純資産額 (百万円) 29,056 33,790 35,075 32,730 34,564

総資産額 (百万円) 59,371 66,901 71,551 61,344 65,575

１株当たり純資産額 (円) 382.56 435.31 457.87 416.04 445.33

１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 24.25 29.95 30.44 44.33 47.48

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 24.17 29.90 30.41 44.13 47.41

自己資本比率 (％) 48.9 50.5 49.0 53.4 52.7

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 2,961 1,461 3,505 6,564 5,713

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,996 △4,499 △4,091 △4,202 △6,763

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,061 1,377 1,512 △1,581 △2

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高

(百万円) 7,243 7,146 8,486 8,464 7,562

従業員数 
(ほか、平均臨時 
雇用者数)

(名)
4,764 

(1,325)
5,059

(2,657)
5,594

(4,060)
4,651 

(1,452)
5,747

(2,719)



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間(当期)純利益」及び「潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純

利益」については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

３ 純資産額の算定にあたり、第85期中間会計期間より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

(企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基

準適用指針第８号)を適用しております。   

  

回次 第84期中 第85期中 第86期中 第84期 第85期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 27,819 30,258 35,808 56,021 60,232

経常利益 (百万円) 2,375 3,125 3,335 3,868 3,665

中間(当期)純利益 (百万円) 1,698 2,165 2,210 2,303 2,001

資本金 (百万円) 7,996 7,996 7,996 7,996 7,996

発行済株式総数 (株) 79,000,000 79,000,000 79,000,000 79,000,000 79,000,000

純資産額 (百万円) 26,463 29,520 29,164 28,749 28,673

総資産額 (百万円) 54,506 59,799 62,689 55,342 57,336

１株当たり配当額 (円) 5 6 7 10 14

自己資本比率 (％) 48.5 49.4 46.5 51.9 50.0

従業員数 
(ほか、平均臨時 
雇用者数)

(名)
927 
(65)

975
(76)

1,010
(166)

929 
(70)

965
(100)



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に重要

な変更はありません。 

なお、当社グループの事業の内容は、電子部品事業以外の事業を行っていないため、単一セグメントと

なっております。また、広範囲かつ多種多様な生産・販売品目を特定の事業部門等に分類することが困難

なため、「事業部門等」の区分による記載は省略しております。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。 

  

 
(注) 「議決権の所有又は被所有割合」欄の(内書)は間接所有であります。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は、就業人員であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当中間連結会計期間の平均雇用人員であります。 

３ 委託加工先の従業員数(5,447名)は含まれておりません。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は、就業人員であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当中間会計期間の平均雇用人員であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

特記すべき事項等はありません。 

  

名称 住所
資本金又は
出資金

主要な事業
の内容

議決権の所有又
は被所有割合 

(％)
関係内容

(連結子会社)

エスエムケイ リンク エレク
トロニクス コーポレーション 
 

アメリカ合衆国 
カリフォルニア州 
カマリロ市

千米ドル
0

電 気・通 信 電
子機器及び各
種機械装置の
販売

100  
(100)

当社子会社製品を販売して
います。

従業員数(名)
5,594
(4,060)

従業員数(名)
1,010
(166)



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間における世界経済は、中国等の新興諸国が好調を維持し、欧米においても基本的

には成長を続けておりますが、個人向け住宅融資問題をきっかけとする金融不安による米国経済の減速

懸念が高まっております。さらには原油をはじめとする原材料の価格動向も不安材料となっているもの

の、景気は総じて底固く推移しております。  

 日本経済は、円高傾向へのシフトなど環境に変化が見られ始めていますが、全体的には企業収益の改

善が継続、設備投資も非製造業も含めて増加基調にあります。一方では個人消費の伸び悩みはあるもの

の、当中間連結会計期間では総じて緩やかな拡大を続けていると思われます。  

 当電子部品業界におきましては、前連結会計年度に引き続き、携帯電話がワンセグや音楽対応など多

機能化した新製品の投入、さらにはＢＲＩＣｓ地域での需要伸長と相俟って世界的に順調な拡大を続け

ているほか、薄型テレビなどのデジタル家電、自動車向け部品などが堅調に推移するなど、全体として

需要は緩やかな拡大傾向にあります。  

 このような状況のもとで、当社グループは積極的な新製品の投入と価格競争力の向上によるシェアの

向上、営業力の強化などに努めてまいりました結果、当中間連結会計期間の売上高は前年同期比12.0％

増の440億３千１百万円となりました。  

 各市場別の状況は次のとおりです。  

 映像・音響部品市場につきましては、世界的な薄型テレビの需要伸長に伴いリモコン、コネクタの売

上が寄与するとともに、ＤＶＤレコーダー向けも伸長いたしました。また、海外市場でのセットトップ

ボックス向けも堅調に推移したため、前年同期比10.7％増の136億６千６百万円となりました。  

 電装部品市場につきましては、国内外のカーナビゲーション向けが順調に推移し、前年同期比2.1％

増の35億５千６百万円となりました。  

 通信部品市場につきましては、中国・インドをはじめＢＲＩＣｓ地域の需要拡大を背景とする欧州大

手携帯電話機メーカー向けコネクタの伸長に支えられ、前年同期比22.4％増の184億３千２百万円とな

りました。  

 情報事務機部品市場につきましては、デジタルスチルカメラ向けが好調であったものの、ＥＣＲ・Ｐ

ＯＳを中心とする事務機向け部品需要が低迷したため、前年同期比16.4％減の43億８千７百万円となり

ました。  

 電子玩具・家電部品市場につきましては、新商品の登場で活況を呈しておりますＴＶゲーム市場向け

の拡大により前年同期比34.1％増の32億８千２百万円となりました。  

 収益につきましては、内外得意先への拡販による売上高の増加に加え、きめ細かなコスト削減活動を

推進いたしました結果、営業利益は前年同期比14.9％増の38億７百万円、経常利益は前年同期比1.8％

増の39億４百万円、中間純利益は前年同期比0.1％増の23億３千７百万円となりました。  

 また、これを連結会社の所在地別にみますと、日本においては、外部顧客に対する売上高では前年同

期比0.8％増の191億９千万円となり、営業利益では前年同期比28.8％増の17億８千８百万円となりまし

た。日本を除くアジアにおいては、外部顧客に対する売上高では前年同期比34.3％増の151億５千４百

万円となり、営業利益では前年同期比7.4％減の10億５千１百万円となりました。北米においては、外

部顧客に対する売上高では前年同期比22.5％増の88億４千５百万円となり、営業利益では前年同期比

31.0％増の10億１千４百万円となりました。その他の地域においては、外部顧客に対する売上高では前



年同期比52.1％減の８億４千万円となり、営業利益は前年同期比29.6％増の６千６百万円となりまし

た。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物は、期首残高から９億２千４百万円増加し、84億８

千６百万円となりました。  

 当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。  

（営業活動によるキャッシュ・フロー）  

 当中間連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、前年同期と比較して、20億４千

３百万円増加し、35億５百万円の流入となりました。  

 主に、税金等調整前中間純利益38億３千４百万円、減価償却費20億８千１百万円による流入と、売上

債権の増加額22億２千７百万円、たな卸資産の増加額18億１千２百万円、法人税等の支払額12億６千４

百万円による流出によるものです。  

（投資活動によるキャッシュ・フロー）  

 当中間連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、前年同期と比較して、４億８百

万円増加し、40億９千１百万円の流出となりました。  

 主に、有形固定資産の取得による支出30億９千２百万円、事業譲受による支出13億２千７百万円によ

るものです。  

（財務活動によるキャッシュ・フロー）  

 当中間連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、前年同期と比較して、１億３千

４百万円増加し、15億１千２百万円の流入となりました。  

 主に、借入金の純増加額28億７千５百万円による流入と、自己株式の取得額７億７千２百万円、配当

金の支払額６億４百万円による流出によるものです。  

  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

生産の状況、製品市場別受注及び販売の状況は以下のとおりです。 

なお、製品市場別区分につきましては、当中間連結会計期間より、従来の「情報部品」を「情報事務

機部品」として記載しております。 

  

(1) 生産実績 

  

 
(注) 金額は販売価額(消費税等抜き)によっております。 

  

(2) 受注実績 

  

 
(注) 金額は販売価額(消費税等抜き)によっております。 

  

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

金額(百万円) 前年同期比(％)

生産高 45,007 ＋13.9

市場別

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

受注高 受注残高

金額(百万円)
前年同期比

(％)
構成比(％) 金額(百万円)

前年同期比 
(％)

構成比(％)

映像・音響部品 14,546 ＋17.5 31.2 5,927 ＋12.2 35.6

電装部品 3,715 ＋3.3 7.9 1,611 ＋10.6 9.7

通信部品 19,404 ＋21.2 41.6 5,358 ＋20.3 32.2

情報事務機部品 4,841 △7.3 10.4 2,030 ＋2.1 12.2

電子玩具・家電部品 3,386 ＋35.0 7.2 1,341 ＋2.2 8.1

その他部品 781 △7.5 1.7 374 ＋1.8 2.2

合計 46,674 ＋15.1 100.0 16,643 ＋12.0 100.0



(3) 販売実績 

  

 
(注)１ 販売高の金額は、消費税等抜きによっております。 

２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

 
  

  

３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課

題はありません。 

  

  

市場別

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

金額(百万円)
前年同期比

(％)
構成比(％)

映像・音響部品 13,666 ＋10.7 31.0

電装部品 3,556 ＋2.1 8.1

通信部品 18,432 ＋22.4 41.9

情報事務機部品 4,387 △16.4 10.0

電子玩具・家電部品 3,282 ＋34.1 7.4

その他部品 705 △1.1 1.6

合計 44,031 ＋12.0 100.0

相手先
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

エコスター コミ
ュニケーションズ

4,195 10.7 4,420 10.0



４ 【経営上の重要な契約等】 

当社の100％連結子会社(米国)のエスエムケイ エレクトロニクス コーポレーション ユーエスエ

ー及びエスエムケイ リンク エレクトロニクス コーポレーションは、Interlink Electronics, 

Inc.社の事業のうちBranded SolutionとOEM Solution(いずれもリモコン事業)の２つの事業部門の事業

譲渡を11,500千米ドルで、平成19年８月31日に受けました。   

  

  

５ 【研究開発活動】 

当社は「可能性の追求を通して総合的な高度技術により、情報社会の発展に寄与する」という企業理

念の下、市場動向を見極めつつ新技術・新製品の研究開発活動を推進しております。開発センターは基

礎的・先進的研究開発を、３事業部門においては従来技術の応用・改良を主とした新製品の開発・設計

を重点に、民生機器用部品から産業機器向けモジュールまで広い範囲にわたって、レパートリーの拡充

と小型高性能化に注力してまいりました。また米国に開発センターＵＳＡを、中国に技術開発センター

を各々設置し、全ＳＭＫグループの開発力増強と現地ニーズへの迅速な対応を図っております。 

最近の新製品開発の具体的活動は次のとおりです。 

ＡＶ分野では、ハイビジョン機器の普及が進むにつれて伝送信号の高速化が要求されております。高

速伝送に対応した内部接続用コネクタを開発、薄型ＴＶ、次世代ＤＶＤ向けには0.5mmピッチＦＰＣ対

応の「EF－5Dシリーズ」、ビデオカメラ等の小型機器向けには0.3mmピッチＦＰＣ対応の「EN－31シリ

ーズ」の商品化を図りました。また薄型テレビ等で要求される多極タイプのＦＰＣコネクタでは接触信

頼性と操作性に優れる0.5mmピッチ「EF－51」シリーズを開発いたしました。リモコン用途では、

「2.4GHｚ ISMバンド アンテナ一体型RFモジュール」を開発し、ＲＦ(無線)の特性を活かした無指向

性を実現するとともに応答速度向上による文字入力やタッチパッドの快適操作を提案しております。  

 テレコミュニケーション分野では、携帯電話の薄型化に対応、業界最低背の実装高さ1.45mmを実現し

たカードガイド用プレート付「6P SIMカード用コネクタ」を開発、携帯電話用外部接続コネクタとし

ては、業界最低背クラスを実現した勘合高さ2.0ｍｍの「16P インターフェイスコネクタ」を発売いた

しました。好評を得ております10Ｐインタフェースコネクタ リセプタクル「CR-10シリーズ」にミッ

ドマウントタイプを追加いたしました。またスイッチでは従来の２ドームスイッチを小型、薄型化した

１ドームスイッチを開発しております。  

 カーエレクトロ二クス分野ではカーオーディオ機器の高機能化対応して多極化・大電流化対応でかつ

小型にした「18P バックパネルコネクタ」を発売しております。  

 情報分野では、小型・薄型化するデジタルカメラ等に向け、高さ1.0mmという薄さを保ちながら、ス

トローク2.0mmを実現し、操作性を改善した検出スイッチ「DSI－Ⅲシリーズ」を開発いたしました。ま

たノートパソコン等携帯機器のバック収納時の誤動作防止に貢献する「片側モーメンタリー（跳ね返り

式）スライドスイッチ」のレパートリー拡充も図っております。  

 家電・住宅設備分野では、地球温暖化対策において、クリーンエネルギーとして需要が拡大をしてお

ります太陽光発電システム向けに、多点接触構造で独自の防水構造をもった「太陽電池モジュール用コ

ネクタ」を開発いたしました。 

 産業機器分野では、各種機器に組み込み、電力線通信を可能とする「14Mbps PLCモジュール」や、

シリアル・インタフェース機器の無線通信を容易に実現する「Bluetooth®シリアルポートアダプタ

BT301」を開発いたしました。   

なお、当中間連結会計期間の研究開発費は、17億７百万円であります。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等につい

て、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。 

また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

  

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

  

② 【発行済株式】 

  

 
  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 195,961,274

計 195,961,274

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成19年12月20日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名

内容

普通株式 79,000,000 79,000,000
東京証券取引所
(市場第一部)

完全議決権株式であ
り、権利内容に何ら
限定のない当社にお
ける標準となる株式

計 79,000,000 79,000,000 ― ―



(2) 【新株予約権等の状況】 

平成13年改正旧商法第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

平成15年６月20日定時株主総会決議 

 
(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。 

  ２ 新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整によ

り生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 
  

 また、時価を下回る価額で新株式の発行(新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く)を行う場

合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

  

 
  

中間会計期間末現在
(平成19年９月30日)

提出日の前月末現在 
(平成19年11月30日)

新株予約権の数(個) 143 (注)１  117 (注)１

新株予約権のうち自己新株予約権
の数

─ ─

新株予約権の目的となる株式の種
類

普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数
(株)

143,000 117,000

新株予約権の行使時の払込金額
(円)

 442 (注)２ 同左

新株予約権の行使期間 平成17年７月１日～平成20年６月30日 同左

新株予約権の行使により株式を発
行する場合の株式の発行価格及び
資本組入額(円)

発行価格         442
資本組入額        221

同左

新株予約権の行使の条件

新株予約権の割当を受けた者は、権
利行使時においても、当社または当社
の子会社の取締役、監査役または従業
員の地位にあることを要する。但し、
当社または当社の子会社の取締役、監
査役を任期満了により退任した場合、
あるいは定年退職その他正当な理由の
ある場合にはこの限りではない。

新株予約権行使日の前日の東京証券
取引所における当社株式の終値が、１
株あたりの払込金額の1.3倍以上である
ことを要する。

新株予約権者が死亡した場合は、相
続人がこれを行使できるものとする。

この他の条件は、株主総会および新
株予約権発行の取締役会決議に基づ
き、当社と新株予約権者との間で締結
する「新株予約権割当契約」に定める
ところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡、質入その他の処

分は認めない。
同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権
の交付に関する事項

─ ─

 調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

  

 調整後払込金額＝調整前払込金額×

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当り払込金額

新株式発行前の時価

既発行株式数＋新規発行株式数



(3) 【ライツプランの内容】 

   該当事項はありません。 

  



(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

(5) 【大株主の状況】 

平成19年９月30日現在 

 
(注)  上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりです。 

   日本トラスティ・サービス信託銀行(株)       7,266千株 

   日本マスタートラスト信託銀行(株)        1,718千株 

   三菱ＵＦＪ信託銀行(株)              478千株 

   明治安田生命保険(相)               104千株 

  

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成19年９月30日 ─ 79,000,000 ─ 7,996 ─ 12,057

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数 
に対する 

所有株式数の割合(％)

日本トラスティ・サービス信託
銀行(株)

東京都中央区晴海１丁目８―11 7,266 9.20

日本生命保険(相) 大阪府大阪市中央区今橋３丁目５―12 4,001 5.06

(株)みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内１丁目３―３ 3,722 4.71

大日本印刷(株) 東京都新宿区市谷加賀町１丁目１―１ 3,200 4.05

(株)三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７―１ 3,134 3.97

三菱ＵＦＪ信託銀行(株) 東京都千代田区丸の内１丁目４―５ 2,415 3.06

池田彰孝 東京都大田区 1,934 2.45

ＳＭＫ協力業者持株会 東京都品川区戸越６丁目５―５ 1,921 2.43

日本マスタートラスト信託銀行
(株)

東京都港区浜松町２丁目11―３ 1,718 2.17

明治安田生命保険(相) 東京都千代田区丸の内２丁目１―１ 1,586 2.01

計 ― 30,898 39.11



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が4,000株(議決権４個)含ま

れております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式591株、茨城プレイティング工業(株)所有の相互

保有株式450株及びプラテック工業(株)所有の相互保有株式451株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) 茨城プレイティング工業(株)、プラテック工業(株)及び(株)茨城技研は、当社の取引先会社で構成される持株

会(ＳＭＫ協力業者持株会 東京都品川区戸越６丁目５－５)に加入しており、同持株会名義で当社株式をそれ

ぞれ26,000株、4,000株、15,000株所有しております。 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式) 
普通株式  2,284,000

―
権利内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

(相互保有株式) 
普通株式   466,000

― 同上

完全議決権株式(その他) 普通株式 75,381,000 75,381 同上

単元未満株式 普通株式   869,000 ― 同上

発行済株式総数 79,000,000 ― ―

総株主の議決権 ― 75,381 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する 
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
ＳＭＫ(株)

東京都品川区戸越 
６丁目５―５

2,284,000 ─ 2,284,000 2.89

(相互保有株式) 
茨城プレイティング工業
(株)

茨城県北茨城市磯原町 
磯原1611―５

131,000 26,000 157,000 0.20

プラテック工業(株)
茨城県北茨城市磯原町 
西浦替1155

202,000 4,000 206,000 0.26

(株)茨城技研
茨城県北茨城市磯原町 
磯原字菅ノ作1611―３

20,000 15,000 35,000 0.04

エスエムケイ エレクト
ロニクス コーポレーシ
ョン ユーエスエー

アメリカ合衆国 
カリフォルニア州 
チュラビスタ市

43,000 ─ 43,000 0.05

エスエムケイ ヨーロッ
パ エヌブイ

ベルギー 
ブラッセル市

12,000 ─ 12,000 0.02

エスエムケイ ユーケイ 
リミテッド

イギリス 
ダラム州 
エイクリフ市

10,000 ─ 10,000 0.01

エスエムケイ エレクト
ロニクス ホンコン リ
ミテッド

中華人民共和国 
香港特別行政区

3,000 ─ 3,000 0.00

計 ― 2,705,000 45,000 2,750,000 3.48



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所の市場第一部におけるものです。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員・役職の異動はありま

せん。 

  

月別
平成19年 
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 797 752 823 896 911 955

最低(円) 709 699 731 762 726 821



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間連結財務

諸表規則に基づき、当中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中

間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規

則に基づき、当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中間財務諸表

等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)及び前中間会計期間(平成

18年４月１日から平成18年９月30日まで)は証券取引法第193条の２の規定に基づき、また当中間連結会計

期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年

９月30日まで)は金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、それぞれ中間連結財務諸表並びに中

間財務諸表について、新日本監査法人により中間監査を受けております。 



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 7,257 9,248 8,555

 ２ 受取手形及び売掛金 ※５ 23,513 23,820 21,644

 ３ たな卸資産 6,756 8,533 6,395

 ４ その他 ※２ 2,221 2,668 2,596

  貸倒引当金 △63 △63 △81

  流動資産合計 39,685 59.3 44,207 61.8 39,109 59.6

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産
※１

※４

  (1) 建物及び構築物 16,115 16,206 16,237

    減価償却累計額 10,381 5,733 10,674 5,531 10,637 5,600

  (2) 機械装置及び運搬具 15,229 17,052 15,828

    減価償却累計額 10,679 4,549 11,512 5,540 11,035 4,792

  (3) 工具器具及び備品 22,828 24,117 23,250

    減価償却累計額 18,963 3,864 20,407 3,710 19,467 3,783

  (4) 土地 4,365 4,373 4,372

  (5) 建設仮勘定 37 39 110

   有形固定資産合計 18,551 27.7 19,195 26.8 18,659 28.4

 ２ 無形固定資産

  (1) のれん ― 876 ―

  (2) その他 243 132 230

   無形固定資産合計 243 0.4 1,009 1.4 230 0.4

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 5,113 3,694 4,153

  (2) その他 3,732 3,739 3,712

   貸倒引当金 △425 △295 △290

   投資その他の資産合計 8,421 12.6 7,139 10.0 7,575 11.6

   固定資産合計 27,215 40.7 27,343 38.2 26,465 40.4

   資産合計 66,901 100.0 71,551 100.0 65,575 100.0



 
  

前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び買掛金 5,610 6,404 4,983

 ２ 短期借入金 ※１ 13,727 13,791 12,561

 ３ 未払金 6,077 7,128 5,322

 ４ 未払法人税等 881 1,122 1,111

 ５ 賞与引当金 874 880 1,099

 ６ その他 1,242 1,236 1,272

   流動負債合計 28,414 42.5 30,563 42.7 26,350 40.2

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 300 300 300

 ２ 長期借入金 ※１ 2,867 4,787 3,141

 ３ 退職給付引当金 846 31 446

 ４ 役員退職慰労引当金 321 365 344

 ５ その他 359 427 428

   固定負債合計 4,695 7.0 5,911 8.3 4,660 7.1

   負債合計 33,110 49.5 36,475 51.0 31,011 47.3

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 7,996 7,996 7,996

 ２ 資本剰余金 12,399 12,381 12,389

 ３ 利益剰余金 14,567 17,521 15,459

 ４ 自己株式 △980 △1,743 △991

   株主資本合計 33,982 50.8 36,156 50.5 34,853 53.2

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

619 86 425

 ２ 為替換算調整勘定 △819 △1,176 △722

   評価・換算差額等 
   合計

△199 △0.3 △1,089 △1.5 △297 △0.5

Ⅲ 少数株主持分 7 0.0 8 0.0 7 0.0

   純資産合計 33,790 50.5 35,075 49.0 34,564 52.7

   負債純資産合計 66,901 100.0 71,551 100.0 65,575 100.0



② 【中間連結損益計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 39,300 100.0 44,031 100.0 79,074 100.0

Ⅱ 売上原価 32,275 82.1 35,893 81.5 66,342 83.9

   売上総利益 7,025 17.9 8,137 18.5 12,731 16.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 3,711 9.5 4,329 9.8 7,565 9.6

   営業利益 3,313 8.4 3,807 8.7 5,166 6.5

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 73 93 146

 ２ 受取配当金 ― 112 ―

 ３ 賃貸料 407 440 844

 ４ 為替差益 155 ― 271

 ５ その他 149 786 2.0 113 759 1.7 333 1,596 2.0

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 99 135 201

 ２ 為替差損 ― 345 ―

 ３ 租税公課 42 46 87

 ４ 減価償却費 44 52 99

 ５ その他 78 265 0.7 81 662 1.5 183 572 0.7

   経常利益 3,834 9.7 3,904 8.9 6,190 7.8

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※２ 55 76 77

 ２ その他 27 82 0.2 13 90 0.2 608 686 0.9

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産除却損 ※３ 128 28 203

 ２ 減損損失 ※４ ― 125 352

 ３ 貸倒引当金繰入額 42 5 72

 ４ その他 36 207 0.5 0 160 0.4 25 652 0.8

   税金等調整前 
   中間(当期)純利益

3,709 9.4 3,834 8.7 6,224 7.9

   法人税、住民税 
   及び事業税

1,152 1,146 2,358

   法人税等調整額 220 1,373 3.5 348 1,495 3.4 171 2,529 3.2

   少数株主利益 0 0.0 1 0.0 0 0.0

   中間(当期)純利益 2,335 5.9 2,337 5.3 3,693 4.7



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 7,996 12,429 12,682 △312 32,796

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 ― ― △392 ― △392

 取締役賞与金 ― ― △85 ― △85

 中間純利益 ― ― 2,335 ― 2,335

 自己株式の取得 ― ― ― △741 △741

 自己株式の処分 ― △30 ― 72 41

 連結子会社増加に伴う増加高 ― ― 27 ― 27

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

― ― ― ― ―

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― △30 1,885 △668 1,185

平成18年９月30日残高(百万円) 7,996 12,399 14,567 △980 33,982

評価・換算差額等
少数株主
持分

純資産合計その他 
有価証券 

評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 840 △906 △65 6 32,737

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 ― ― ― ― △392

 取締役賞与金 ― ― ― ― △85

 中間純利益 ― ― ― ― 2,335

 自己株式の取得 ― ― ― ― △741

 自己株式の処分 ― ― ― ― 41

 連結子会社増加に伴う増加高 ― ― ― ― 27

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△220 87 △133 0 △132

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△220 87 △133 0 1,053

平成18年９月30日残高(百万円) 619 △819 △199 7 33,790



当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高(百万円) 7,996 12,389 15,459 △991 34,853

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 ― ― △621 ― △621

 中間純利益 ― ― 2,337 ― 2,337

 自己株式の取得 ― ― ― △772 △772

 自己株式の処分 ― △7 ― 21 13

 連結子会社減少に伴う増加高 ― ― 346 ― 346

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

― ― ― ― ―

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― △7 2,062 △751 1,302

平成19年９月30日残高(百万円) 7,996 12,381 17,521 △1,743 36,156

評価・換算差額等
少数株主
持分

純資産合計その他 
有価証券 

評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高(百万円) 425 △722 △297 7 34,564

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 ― ― ― ― △621

 中間純利益 ― ― ― ― 2,337

 自己株式の取得 ― ― ― ― △772

 自己株式の処分 ― ― ― ― 13

 連結子会社減少に伴う増加高 ― ― ― ― 346

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△338 △453 △792 1 △791

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△338 △453 △792 1 511

平成19年９月30日残高(百万円) 86 △1,176 △1,089 8 35,075



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
  

  

  

  

  

  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 7,996 12,429 12,682 △312 32,796

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当 ― ― △859 ― △859

 取締役賞与金 ― ― △85 ― △85

 当期純利益 ― ― 3,693 ― 3,693

 自己株式の取得 ― ― ― △774 △774

 自己株式の処分 ― △39 ― 94 54

 連結子会社増加に伴う増加高 ― ― 27 ― 27

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

― ― ― ― ―

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

― △39 2,776 △679 2,056

平成19年３月31日残高(百万円) 7,996 12,389 15,459 △991 34,853

評価・換算差額等
少数株主
持分

純資産合計その他 
有価証券 

評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 840 △906 △65 6 32,737

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当 ― ― ― ― △859

 取締役賞与金 ― ― ― ― △85

 当期純利益 ― ― ― ― 3,693

 自己株式の取得 ― ― ― ― △774

 自己株式の処分 ― ― ― ― 54

 連結子会社増加に伴う増加高 ― ― ― ― 27

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

△414 183 △231 0 △230

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

△414 183 △231 0 1,826

平成19年３月31日残高(百万円) 425 △722 △297 7 34,564



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・

フロー計算書
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

 １ 税金等調整前中間(当期)純利益 3,709 3,834 6,224

 ２ 減価償却費 1,631 2,081 3,668

 ３ 退職給付引当金の減少額(△) △389 △414 △788

 ４ 役員退職慰労引当金の 
   増加額又は減少額(△)

△23 21 △0

 ５ 受取利息及び受取配当金 △117 △205 △242

 ６ 支払利息 99 135 201

 ７ 為替差益(△) △7 △3 △17

 ８ 固定資産除却損 128 28 203

 ９ 減損損失 ― 125 352

 10 売上債権の増加額(△) △3,123 △2,227 △1,487

 11 たな卸資産の増加額(△) △1,119 △1,812 △728

 12 仕入債務の増加額 340 1,567 140

 13 その他 1,251 1,573 63

    小計 2,380 4,704 7,586

 14 利息及び配当金の受取額 115 200 247

 15 利息の支払額 △96 △135 △196

 16 法人税等の支払額 △937 △1,264 △1,924

    営業活動によるキャッシュ・フロー 1,461 3,505 5,713

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

 １ 定期預金の預入れによる支出 △78 △764 △1,013

 ２ 定期預金の払戻しによる収入 197 1,002 304

 ３ 有形固定資産の取得による支出 △3,564 △3,092 △6,099

 ４ 有形固定資産の売却による収入 119 257 361

 ５ 無形固定資産の取得による支出 △30 △9 △40

 ６ 投資有価証券の取得による支出 △1,170 △109 △1,271

 ７ 貸付けによる支出 △53 △119 △206

 ８ 貸付金の回収による収入 80 71 199

 ９ 事業譲受による支出 ― △1,327 ―

 10 その他 0 ― 1,003

    投資活動によるキャッシュ・フロー △4,499 △4,091 △6,763



 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・

フロー計算書
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

 １ 短期借入金の増加額 2,883 791 1,888

 ２ 長期借入れによる収入 ― 3,350 527

 ３ 長期借入金の返済による支出 △406 △1,266 △841

 ４ 自己株式の取得による支出 △738 △772 △773

 ５ 自己株式の売却による収入 41 13 54

 ６ 配当金の支払額 △402 △604 △857

    財務活動によるキャッシュ・フロー 1,377 1,512 △2

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 26 2 △165

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額又は減少額(△) △1,633 928 △1,217

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 8,464 7,562 8,464

Ⅶ 新規連結に伴う 

  現金及び現金同等物の増加額
315 ― 315

Ⅷ 連結子会社減少による 

  現金及び現金同等物の減少額
― △3 ―

Ⅸ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 7,146 8,486 7,562



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 連結の範囲に関す

る事項

(1) 連結子会社の数 20社

主要な連結子会社名

エスエムケイ エレクト

ロニクス コーポレーシ

ョン ユーエスエー

エスエムケイ エレクト

ロニクス ホンコン リ

ミテッド

エスエムケイ エレクト

ロニクス シンガポール

ピーティーイー リミテ

ッド

エスエムケイ エレクト

ロニクス マレーシア

エスディーエヌ ビーエ

イチディー

なお、当中間連結会計期

間から、エスエムケイ

エレクトロニクス トレ

イディング シャンハイ

カンパニー リミテッド

及びエスエムケイ エレ

クトロニクス インター

ナショナル トレイディ

ング シャンハイ カン

パニー リミテッドを連

結の範囲に含めました。

また、エスエムケイ ダ

アマゾニア リミターダ

は、清算したため、前連

結会計年度において連結

の範囲から外しました。

(1) 連結子会社の数 19社

主要な連結子会社名

エスエムケイ エレクト

ロニクス コーポレーシ

ョン ユーエスエー

エスエムケイ エレクト

ロニクス ホンコン リ

ミテッド

エスエムケイ エレクト

ロニクス シンガポール

ピーティーイー リミテ

ッド

エスエムケイ エレクト

ロニクス マレーシア

エスディーエヌ ビーエ

イチディー

なお、当中間連結会計期

間から、エスエムケイ

リンク エレクトロニク

ス コーポレーションを

連結の範囲に含めまし

た。 

また、当中間連結会計期

間から、エスエムケイ

ブラジレイラ インダス

トリア エレトロニカ

リミターダ及びエスエム

ケイ サンパウロ イン

ダストリア エレトロニ

カ リミターダは、重要

性の観点から、連結の範

囲から除外しました。

(1) 連結子会社の数 20社

主要な連結子会社名

エスエムケイ エレクト

ロニクス コーポレーシ

ョン ユーエスエー

エスエムケイ エレクト

ロニクス ホンコン リ

ミテッド

エスエムケイ エレクト

ロニクス シンガポール

ピーティーイー リミテ

ッド

エスエムケイ エレクト

ロニクス マレーシア

エスディーエヌ ビーエ

イチディー

なお、当連結会計年度か

ら、エスエムケイ エレ

クトロニクス トレイデ

ィング シャンハイ カ

ンパニー リミテッド及

びエスエムケイ エレク

トロニクス インターナ

ショナル トレイディン

グ シャンハイ カンパ

ニー リミテッドを連結

の範囲に含めました。ま

た、エスエムケイ ダ

アマゾニア リミターダ

は、清算したため、前連

結会計年度において連結

の範囲から外しました。

(2) 主要な非連結子会社名

昭和エンタプライズ株式

会社

株式会社昭和電子

(2) 主要な非連結子会社名

同左

(2) 主要な非連結子会社名

同左

連結の範囲から除いた

理由

非連結子会社７社は、い

ずれも小規模会社であ

り、合計の総資産、売上

高、中間純損益(持分に

見合う額)及び利益剰余

金(持分に見合う額)等

は、いずれも中間連結財

務諸表に重要な影響を及

ぼしていないためです。

連結の範囲から除いた

理由

同左

連結の範囲から除いた

理由

非連結子会社５社は、い

ずれも小規模会社であ

り、合計の総資産、売上

高、当期純損益(持分に

見合う額)及び利益剰余

金(持分に見合う額)等

は、いずれも連結財務諸

表に重要な影響を及ぼし

ていないためです。



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

２ 持分法の適用に関

する事項

(1) 持分法を適用した 

  関連会社数 ２社 

  会社等の名称

プラテック工業株式会社

茨城プレイティング工業

株式会社

(1) 持分法を適用した

  関連会社数 ２社

  会社等の名称

同左

(1) 持分法を適用した

  関連会社数 ２社

  会社等の名称

同左

(2) 持分法を適用しない非

連結子会社及び関連会

社のうち主要な会社等

の名称

 株式会社茨城技研

  持分法を適用しない理

由

非連結子会社７社及び関

連会社１社は、それぞれ

中間純損益(持分に見合

う額)及び利益剰余金(持

分に見合う額)等からみ

て、持分法の対象から除

いても中間連結財務諸表

に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ、全体としても

重要性がないため持分法

の適用範囲から除外して

います。

(2) 持分法を適用しない非

連結子会社及び関連会

社のうち主要な会社等

の名称

同左

持分法を適用しない理

由

同左

(2) 持分法を適用しない非

連結子会社及び関連会

社のうち主要な会社等

の名称

同左

  持分法を適用しない理

由

非連結子会社５社及び関

連会社１社は、それぞれ

当期純損益(持分に見合

う額)及び利益剰余金(持

分に見合う額)等からみ

て、持分法の対象から除

いても連結財務諸表に及

ぼす影響が軽微であり、

かつ、全体としても重要

性がないため持分法の適

用範囲から除外していま

す。

(3) 持分法の適用の手続に

ついて特に記載する必

要があると認められる

事項

持分法適用会社のプラテ

ック工業株式会社及び茨

城プレイティング工業株

式会社の中間決算日は10

月31日でありますが、中

間連結財務諸表の作成に

当たっては、９月30日付

で仮決算を行っていま

す。

(3) 持分法の適用の手続に

ついて特に記載する必

要があると認められる

事項

同左

(3) 持分法の適用の手続に

ついて特に記載する必

要があると認められる

事項

持分法適用会社のプラテ

ック工業株式会社及び茨

城プレイティング工業株

式会社の決算日は４月30

日でありますが、連結財

務諸表の作成に当たって

は、３月31日付で仮決算

を行っています。



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

３ 連結子会社の中間

決算日(決算日)等

に関する事項

連結子会社の中間決算日

は、エスエムケイ エレク

トロニクス シェンツェン

カンパニー リミテッド、

エスエムケイ ブラジレイ

ラ インダストリア エレ

トロニカ リミターダ、エ

スエムケイ サンパウロ

インダストリア エレトロ

ニカ リミターダ、エスエ

ムケイ エレクトロニカ

エスエー デ シーブイ、

エスエムケイ エレクトロ

ニクス トレイディング

シャンハイ カンパニー

リミテッド及びエスエムケ

イ エレクトロニクス イ

ンターナショナル トレイ

ディング シャンハイ カ

ンパニー リミテッドを除

き中間連結決算日と一致し

ています。また、これらの

子会社の中間決算日は６月

30日でありますが、中間連

結財務諸表の作成に当たっ

ては、９月30日付で仮決算

を行っています。

連結子会社の中間決算日

は、エスエムケイ エレク

トロニクス シェンツェン

カンパニー リミテッド、

エスエムケイ エレクトロ

ニカ エスエー デ シー

ブイ、エスエムケイ エレ

クトロニクス トレイディ

ング シャンハイ カンパ

ニー リミテッド及びエス

エムケイ エレクトロニク

ス インターナショナル

トレイディング シャンハ

イ カンパニー リミテッ

ドを除き中間連結決算日と

一致しています。また、こ

れらの子会社の中間決算日

は６月30日でありますが、

中間連結財務諸表の作成に

当たっては、９月30日付で

仮決算を行っています。

連結子会社の事業年度末日

は、エスエムケイ エレク

トロニクス シェンツェン

カンパニー リミテッド、

エスエムケイ ブラジレイ

ラ インダストリア エレ

トロニカ リミターダ、エ

スエムケイ サンパウロ

インダストリア エレトロ

ニカ リミターダ、エスエ

ムケイ エレクトロニカ

エスエー デ シーブイ、

エスエムケイ エレクトロ

ニクス トレイディング

シャンハイ カンパニー

リミテッド及びエスエムケ

イ エレクトロニクス イ

ンターナショナル トレイ

ディング シャンハイ カ

ンパニー リミテッドを除

き連結決算日と一致してい

ます。また、これらの子会

社の決算日は12月31日であ

りますが、連結財務諸表の

作成に当たっては、３月31

日付で仮決算を行っていま

す。

４ 会計処理基準に関

する事項

 ① 重要な資産の評

価基準及び評価

方法

(1) 有価証券

その他有価証券

 時価のあるもの

中間決算期末日の

市場価格等に基づ

く時価法(評価差額

は、全部純資産直

入 法 に よ り 処 理

し、売却原価は、

移動平均法により

算定)

(1) 有価証券

同左

(1) 有価証券

その他有価証券

 時価のあるもの

決算期末日の市場

価格等に基づく時

価法(評価差額は、

全部純資産直入法

により処理し、売

却原価は、移動平

均法により算定)

 時価のないもの

移動平均法による

原価法

 時価のないもの

移動平均法による

原価法

(2) デリバティブ

時価法

(2) デリバティブ

同左

(2) デリバティブ

同左

 

(3) たな卸資産

 製品 売価還元法によ

る原価法

 原材料 最終仕入原価法

による原価法

 仕掛品 主として最終仕

入原価法による

原価法

連結子会社は主に移動平

均法による原価法

(3) たな卸資産

同左

(3) たな卸資産

同左



前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 ② 重要な減価償却

資産の減価償却

の方法

(1) 有形固定資産

定率法、連結子会社は主

に定額法(取得価額に占

める割合12.3％)

ただし、平成10年４月１

日以降取得した建物(建

物付属設備を除く)につ

いては、定額法によって

います。

また、当社及び国内連結

子会社における主な耐用

年数は次のとおりです。
 建物及び 
 構築物

10～50年

 機械装置 
 及び運搬具

４～10年

 工具器具 
 及び備品

２～６年

(1) 有形固定資産

定率法、連結子会社は主

に定額法(取得価額に占

める割合12.2％)

ただし、平成10年４月１

日以降取得した建物(建

物付属設備を除く)につ

いては、定額法によって

います。

また、当社及び国内連結

子会社における主な耐用

年数は次のとおりです。
建物及び

 構築物
10～50年

機械装置
 及び運搬具

４～10年

工具器具
 及び備品

２～６年

(1) 有形固定資産

定率法、連結子会社は主

に定額法(取得価額に占

める割合12.4％)

ただし、平成10年４月１

日以降取得した建物(建

物付属設備を除く)につ

いては、定額法によって

います。

また、当社及び国内連結

子会社における主な耐用

年数は次のとおりです。
建物及び 

 構築物
10～50年

機械装置 
 及び運搬具

４～10年

工具器具 
 及び備品

２～６年

(会計方針の変更)

法人税法の改正((所得税

法等の一部を改正する法

律 平成19年３月30日

法律第６号)及び(法人税

法施行令の一部を改正す

る政令 平成19年３月30

日 政令第83号))に伴

い、当中間連結会計期間

から、平成19年４月１日

以降に取得したものにつ

いては、改正後の法人税

法に基づく方法に変更し

ております。 

これに伴い、前中間連結

会計期間と同一の方法に

よった場合と比べ、営業

利益、経常利益及び税金

等調整前中間純利益が

145百万円それぞれ減少

しております。 

なお、セグメント情報に

与える影響は、当該箇所

に記載しております。



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(追加情報)

当中間連結会計期間か

ら、平成19年３月31日以

前に取得したものについ

ては、償却可能限度額ま

で償却が終了した翌年か

ら５年間で均等償却する

方法によっております。 

これに伴い、前中間連結

会計期間と同一の方法に

よった場合と比べ、営業

利益が85百万円減少し、

経常利益及び税金等調整

前中間純利益が87百万円

それぞれ減少しておりま

す。 

なお、セグメント情報に

与える影響は、当該箇所

に記載しております。

(2) 無形固定資産

定額法

なお、当社及び国内連結

子会社において、自社利

用のソフトウェアの耐用

年数については、社内に

おける利用可能期間(５

年)に基づいています。

(2) 無形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

同左

 ③ 重要な引当金の

計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権

については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上し

ています。

(1) 貸倒引当金

同左

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金

従業員に対する賞与の支

給に充てるため、当社及

び国内連結子会社ならび

に一部の海外連結子会社

について、当中間連結会

計期間末以降における支

給見込額のうち、当中間

連結会計期間に属する支

給対象期間に対応する金

額を計上しています。

(2) 賞与引当金

同左

(2) 賞与引当金

従業員に対する賞与の支

給に充てるため、当社及

び国内連結子会社ならび

に一部の海外連結子会社

について、当連結会計年

度末以降における支給見

込額のうち、当連結会計

年度に属する支給対象期

間に対応する金額を計上

しています。
――――― (3) 役員賞与引当金

―――――
(3) 役員賞与引当金

役員に対する賞与の支給

に充てるため、当連結会

計年度における支給見込

額に基づき計上していま

す。



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(4) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度

末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に

基づき、当中間連結会計

期間末において発生して

いると認められる額を計

上しています。

数理計算上の差異につい

ては、各連結会計年度の

発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の

年数(５年)による按分額

を定額法によりそれぞれ

発生の翌連結会計年度よ

り費用処理しています。

過去勤務債務について

は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(５年)によ

る按分額を定額法により

費用処理しています。

(4) 退職給付引当金

同左

(4) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度

末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に

基づき、当連結会計年度

末において発生している

と認められる額を計上し

ています。

数理計算上の差異につい

ては、各連結会計年度の

発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の

年数(５年)による按分額

を定額法によりそれぞれ

発生の翌連結会計年度よ

り費用処理しています。

過去勤務債務について

は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(５年)によ

る按分額を定額法により

費用処理しています。

(5) 役員退職慰労引当金

取締役及び執行役員の退

職慰労金の支給に備える

ため、内規に基づく当中

間連結会計期間末要支給

額を計上しています。

(5) 役員退職慰労引当金

同左

(5) 役員退職慰労引当金

取締役及び執行役員の退

職慰労金の支給に備える

ため、内規に基づく当連

結会計年度末要支給額を

計上しています。

 ④ 重要な外貨建の

資産又は負債の

本邦通貨への換

算の基準

外貨建金銭債権債務は、中

間決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差

額は損益として処理してい

ます。なお、在外子会社の

資産及び負債は、中間決算

日の直物為替相場により円

貨に換算し、収益及び費用

は期中平均相場により円貨

に換算し、換算差額は純資

産の部における為替換算調

整勘定に含めています。

同左 外貨建金銭債権債務は、連

結決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差

額は損益として処理してい

ます。なお、在外子会社の

資産及び負債は、連結決算

日の直物為替相場により円

貨に換算し、収益及び費用

は期中平均相場により円貨

に換算し、換算差額は純資

産の部における為替換算調

整勘定に含めています。



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 ⑤ 重要なリース取

引の処理方法

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によってい

ます。

同左 同左

 ⑥ 重要なヘッジ会

計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

特例処理の要件を満たし

ている金利スワップにつ

いて、当該特例処理によ

っています。

(1) ヘッジ会計の方法

同左

(1) ヘッジ会計の方法

同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

 ヘッジ手段

金利スワップ

ヘッジ対象

金利変動により影響

を受ける長期借入金

利息

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

同左

(3) ヘッジ方針

当社所定の社内承認手続

を行った上で、借入金利

息の金利変動リスクを回

避する目的により、金利

スワップを利用していま

す。

(3) ヘッジ方針

同左

(3) ヘッジ方針

同左

(4) ヘッジ有効性評価の方

法

金利スワップについて

は、特例処理によってい

るため、有効性の評価の

判定を省略しています。

(4) ヘッジ有効性評価の方

法

同左

(4) ヘッジ有効性評価の方

法

同左



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 ⑦ その他中間連結

財務諸表(連結

財務諸表)作成

のための重要な

事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっていま

す。

消費税等の会計処理

同左

消費税等の会計処理

同左

５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

( 連 結 キ ャ ッ シ

ュ・フ ロ ー 計 算

書)における資金

の範囲

中間連結キャッシュ・フロ

ー計算書における資金(現

金及び現金同等物)は、手

許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか

負わない短期的な投資から

なっています。

同左 連結キャッシュ・フロー計

算書における資金(現金及

び現金同等物)は、手許現

金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ない短期的な投資からなっ

ています。



会計処理の変更 

  
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等) 

当中間連結会計期間から「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」(企業会計基準委員会 平成

17年12月９日 企業会計基準第５

号)及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」(企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準適用指針

第８号)を適用しております。 

これによる損益に与える影響はあり

ません。 

なお、従来の「資本の部」の合計に

相当する金額は33,783百万円であり

ます。 

中間連結財務諸表規則の改正によ

り、当中間連結会計期間における中

間連結財務諸表は、改正後の中間連

結財務諸表規則により作成しており

ます。

――――― (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等) 

当連結会計年度から「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号)

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８

号)を適用しております。 

これによる損益に与える影響はあり

ません。 

なお、従来の「資本の部」の合計に

相当する金額は34,556百万円であり

ます。 

連結財務諸表規則の改正により、当

連結会計年度における連結財務諸表

は、改正後の連結財務諸表規則によ

り作成しております。

(役員賞与に関する会計基準) 

当中間連結会計期間から「役員賞与

に関する会計基準」(企業会計基準

委員会 平成17年11月29日 企業会

計基準第４号)を適用しておりま

す。 

これによる損益に与える影響はあり

ません。

――――― (役員賞与に関する会計基準) 

当連結会計年度から「役員賞与に関

する会計基準」(企業会計基準委員

会 平成17年11月29日 企業会計基

準第４号)を適用しております。 

この結果、従来の方法に比べて、営

業利益、経常利益及び税金等調整前

当期純利益が95百万円減少しており

ます。 

なお、セグメント情報に与える影響

は、当該箇所に記載しております。



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

――――― (研究開発費) 

当社グループの研究開発費につきま

しては、従来研究開発活動が設計部

門においてなされ、製造費用に含め

て把握されていたため売上原価に計

上しておりました。 

当中間連結会計期間において当社開

発センターの組織変更を行うなどに

より、製造費用と区分して把握でき

るようになりました。これにより、

当中間連結会計期間より、当該区分

できる費用につきまして売上原価か

ら販売費及び一般管理費へ計上する

ことに変更いたしました。 

この変更により、従来の方法に比

べ、当中間連結会計期間の売上原価

は293百万円減少し、売上総利益は

同額増加し、販売費及び一般管理費

は309百万円増加しております。ま

た、営業利益、経常利益及び税金等

調整前中間純利益はそれぞれ16百万

円減少しております。 

なお、セグメント情報に与える影響

は、当該箇所に記載しております。

―――――



表示方法の変更 

  
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

――――― (中間連結損益計算書) 

前中間連結会計期間まで営業外収益の「その他」に含

めて表示しておりました「受取配当金」については、

当中間連結会計期間において営業外収益の10/100を超

えることとなったため、当中間連結会計期間より区分

掲記することといたしました。 

なお、前中間連結会計期間の「受取配当金」は、43百

万円です。 

前中間連結会計期間まで特別損失の「その他」に含め

て表示しておりました「減損損失」については、当中

間連結会計期間において特別損失の10/100を超えるこ

ととなったため、当中間連結会計期間より区分掲記す

ることといたしました。 

なお、前中間連結会計期間の「減損損失」は、18百万

円です。

――――― (中間連結キャッシュ・フロー計算書)前中間連結会計

期間まで営業活動によるキャッシュ・フローの小計区

分前の「その他」に含めて表示しておりました「減損

損失」については、重要性が増したため、当中間連結

会計期間より区分掲記することといたしました。 

なお、前中間連結会計期間の「減損損失」は18百万円

です。



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日)

 

 

※１ (1) 担保に供されている資産

    (工場財団組成物件)

建物及び構築

物 1,265百万円

機械装置及び

運搬具 92百万円

工具器具及び

備品 10百万円

土地 380百万円

計 1,749百万円

    (上記以外の物件)

建物及び構築
物 43百万円

土地 728百万円

計 772百万円

   (2) 当該債務

短期借入金 1,417百万円

長期借入金 413百万円

 

 

※１ (1) 担保に供されている資産

    (工場財団組成物件)

建物及び構築

物 636百万円

機械装置及び

運搬具 6百万円

工具器具及び

備品 0百万円

土地 162百万円

計 805百万円

    (上記以外の物件)

建物及び構築
物 41百万円

土地 728百万円

計 770百万円

   (2) 当該債務

短期借入金 128百万円

長期借入金 285百万円

 

 

※１ (1) 担保に供されている資産

    (工場財団組成物件)

建物及び構築

物 1,229百万円

機械装置及び

運搬具 84百万円

工具器具及び

備品 10百万円

土地 380百万円

計 1,704百万円

    (上記以外の物件)

建物及び構築
物 42百万円

土地 728百万円

計 771百万円

   (2) 当該債務

短期借入金 1,212百万円

長期借入金 319百万円

※２ 仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺し、相殺後の金額

は、流動資産の「その他」に

含めて表示しています。

※２     同左 ※２ 未収消費税等は、流動資産の

「その他」に含めて表示して

います。

 ３ 偶発債務

   下記の会社の銀行借入金につ

いて保証を行っています。

昭和エンタプラ
イズ株式会社

500百万円

 ３ 偶発債務

   下記の会社の銀行借入金につ

いて保証を行っています。

昭和エンタプラ
イズ株式会社

500百万円

 ３ 偶発債務

   下記の会社の銀行借入金につ

いて保証を行っています。

昭和エンタプラ
イズ株式会社

500百万円

――――― ※４ 減価償却累計額には、減損損

失累計額を含めて表示してい

ます。

※４     同左

※５ 中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、手

形交換日をもって決済処理し

ています。

   なお、当中間連結会計期間末

日が金融機関の休日であった

ため、次の中間連結会計期間

末日満期手形が、中間連結会

計期間末残高に含まれていま

す。

受取手形及び 
売掛金

71百万円

※５ 中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、手

形交換日をもって決済処理し

ています。

   なお、当中間連結会計期間末

日が金融機関の休日であった

ため、次の中間連結会計期間

末日満期手形が、中間連結会

計期間末残高に含まれていま

す。

受取手形及び
売掛金

54百万円

 

※５ 期末日満期手形の会計処理に

ついては、手形交換日をもっ

て決済処理しています。

   なお、当連結会計年度末日が

金融機関の休日であったた

め、次の期末日満期手形が、

期末残高に含まれています。

受取手形及び 
売掛金

69百万円



(中間連結損益計算書関係) 

  
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目及び金額は次のとおり

です。

運賃・包装 
材料費

322百万円

従業員給与手当 1,463百万円

賞与引当金 
繰入額

305百万円

役員退職慰労 
引当金繰入額

40百万円

減価償却費 94百万円

 

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目及び金額は次のとおり

です。

運賃・包装
材料費

336百万円

従業員給与手当 1,758百万円

賞与引当金
繰入額

327百万円

退職給付費用 △86百万円

役員退職慰労
引当金繰入額

21百万円

減価償却費 117百万円

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目及び金額は次のとおり

です。

運賃・包装
材料費

645百万円

従業員給与手当 3,092百万円

賞与引当金
繰入額

385百万円

役員賞与引当金
繰入額

95百万円

退職給付費用 △51百万円

役員退職慰労 
引当金繰入額

63百万円

減価償却費 194百万円

※２ 機械装置及び運搬具売却益０

百万円、工具器具及び備品売

却益10百万円、土地売却益44

百万円です。

※２ 機械装置及び運搬具売却益43

百万円、工具器具及び備品売

却益33百万円です。

※２ 機械装置及び運搬具売却益５

百万円、工具器具及び備品売

却益13百万円、土地売却益58

百万円です。

※３ 建物及び構築物除却損19百万

円、機械装置及び運搬具除却

損23百万円、工具器具及び備

品除却損65百万円、解体費用

17百万円、無形固定資産除却

損２百万円です。

※３ 建物及び構築物除却損14百万

円、機械装置及び運搬具除却

損３百万円、工具器具及び備

品除却損10百万円、解体費用

０百万円です。

※３ 建物及び構築物除却損20百万

円、機械装置及び運搬具除却

損64百万円、工具器具及び備

品除却損99百万円、解体費用

17百万円、無形固定資産除却

損０百万円です。

―――――

 

※４ 減損損失 

当社グループは、以下の資産

について減損損失を計上しま

した。

場所 用途 種類

茨城県日立
市

遊 休 資 産
(フェルー
ル 製 造 設
備)

機械装置及
び運搬具、
無形固定資
産(特許権)

   当社グループは、親会社の事

業用資産については事業部

別、賃貸用不動産については

個々の物件毎に、また、連結

子会社の事業用資産について

は会社別に１つの資産グルー

プとしてグルーピングしてい

ます。 

また、将来の使用が見込まれ

ていない遊休資産については

個々の物件毎にグルーピング

しています。

 

※４ 減損損失 

当社グループは、以下の資産

について減損損失を計上しま

した。

場所 用途 種類

タッチパネ
ル事業部 
(富山県富
山市)

タッチパネ
ル製造設備

建物及び構
築物、機械
装置及び運
搬具、工具
器具及び備
品、リース
資産

韓国ＳＭＫ
株式会社 
(大韓民国
全羅北道益
山市)

スイッチ製
造設備

建物及び構
築物、機械
装置及び運
搬具、工具
器具及び備
品



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

   上記の資産は、当中間連結会

計期間において、遊休資産と

認められ、かつ将来計画が明

確でないため、帳簿価額を回

収可能価額まで減額し、当該

減少額を減損損失(124百万

円)として特別損失に計上し

ました。 

減損損失の内訳は、機械装置

及び運搬具46百万円、無形固

定資産(特許権)78百万円で

す。 

なお、回収可能価額は正味売

却価額によっております。

   当社グループは、親会社の事

業用資産については事業部

別、賃貸用不動産については

個々の物件毎に、また、連結

子会社の事業用資産について

は会社別に１つの資産グルー

プとしてグルーピングしてい

ます。 

上記の資産グループは、市場

の価格競争が厳しいため売上

高、利益ともに低下傾向にあ

り、事業計画を見直しして将

来キャッシュ・フローの見積

りを行いましたが、それぞれ

資産価額を回復するまでの収

益力が認められませんでし

た。このため、これらの資産

グループの帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少

額を減損損失(352百万円)と

して特別損失に計上しまし

た。 

減損損失の内訳は、タッチパ

ネル事業部(内、建物及び構

築物90百万円、機械装置及び

運搬具188百万円、工具器具

及び備品34百万円、リース資

産６百万円)及び韓国ＳＭＫ

株式会社(内、建物及び構築

物０百万円、機械装置及び運

搬具６百万円、工具器具及び

備品26百万円)です。



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 旧商法211条ノ３第１項第２号及び会社法第165条第３項の規定に基づく取得による増加 931,000株 

 単元未満株式の買取りによる増加 39,996株 

減少数の内訳は、次のとおりであります。 

 ストック・オプションの権利行使による減少 105,000株 

 単元未満株式の買増し請求による減少 6,652株 

  
３ 新株予約権等に関する事項  

    該当事項はありません。 
  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  
 (2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後とな

るもの 

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 79,000,000 ― ― 79,000,000

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 531,826 971,612 111,652 1,391,786

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月20日 
定時株主総会

普通株式 392 5 平成18年３月31日 平成18年６月21日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成18年10月24日 
取締役会

普通株式 利益剰余金 466 6 平成18年９月30日 平成18年11月29日



当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 旧商法211条ノ３第１項第２号及び会社法第165条第３項の規定に基づく取得による増加 1,000,000株 

 単元未満株式の買取りによる増加 39,590株 

減少数の内訳は、次のとおりであります。 

 ストック・オプションの権利行使による減少 28,000株 

 単元未満株式の買増し請求による減少 2,464株 

  
３ 新株予約権等に関する事項 

    該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  

 (2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後とな

るもの 

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 79,000,000 ― ― 79,000,000

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 1,401,902 1,040,308 30,464 2,411,746

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月22日 
定時株主総会

普通株式 621 8 平成19年３月31日 平成19年６月25日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年10月25日 
取締役会

普通株式 利益剰余金 537 7 平成19年９月30日 平成19年11月22日



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

   

(変動事由の概要)  

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 旧商法211条ノ３第１項第２号及び会社法第165条第３項の規定に基づく取得による増加 931,000株 

 単元未満株式の買取りによる増加 82,467株 

減少数の主な内訳は、次の通りであります。 

 ストック・オプションの権利行使による減少 135,000株 

 単元未満株式の買増し請求による減少 9,579株 

  
３ 新株予約権等に関する事項 

    該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

  

  

  

  

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 79,000,000 ― ― 79,000,000

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 531,826 1,014,655 144,579 1,401,902

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成18年６月20日 
定時株主総会

普通株式 392 5 平成18年３月31日 平成18年６月21日

平成18年10月24日 
取締役会

普通株式 466 6 平成18年９月30日 平成18年11月29日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月22日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 621 8 平成19年３月31日 平成19年６月25日



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

中間連結貸借対照表上の現金及び預

金勘定中間期末残高と、中間連結キ

ャッシュ・フロー計算書上の現金及

び現金同等物中間期末残高との調整

現金及び預金勘定 

の中間期末残高
7,257百万円

預入期間が３か月 

を超える定期預金
△111百万円

現金及び現金同等 

物の中間期末残高
7,146百万円

 

中間連結貸借対照表上の現金及び預

金勘定中間期末残高と、中間連結キ

ャッシュ・フロー計算書上の現金及

び現金同等物中間期末残高との調整

現金及び預金勘定 

の中間期末残高
9,248百万円

預入期間が３か月 

を超える定期預金
△761百万円

現金及び現金同等 

物の中間期末残高
8,486百万円

 

連結貸借対照表上の現金及び預金勘

定期末残高と、連結キャッシュ・フ

ロー計算書上の現金及び現金同等物

期末残高との調整

現金及び預金勘定 

の期末残高
8,555百万円

預入期間が３か月 

を超える定期預金
△993百万円

現金及び現金同等 

物の期末残高
7,562百万円



次へ 

(リース取引関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額

取得価額 
相当額

減価償却 
累計額 
相当額

中間期末
残高 
相当額

百万円 百万円 百万円
機械装置 
及び 
運搬具

925 236 688

工具器具 
及び備品

53 19 34

合計 978 255 722

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額

取得価額
相当額

減価償却
累計額 
相当額

中間期末
残高 

相当額

百万円 百万円 百万円
機械装置 
及び 
運搬具

913 374 539

工具器具 
及び備品

53 30 22

合計 966 404 562

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額

取得価額
相当額

減価償却 
累計額 
相当額

期末残高
相当額

百万円 百万円 百万円
機械装置
及び 
運搬具

900 292 607

工具器具
及び備品

53 24 28

合計 953 317 636

 

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額

 １年内 153百万円

 １年超 592百万円

 合計 745百万円

 

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額及びリース資産減損勘定

中間期末残高

未経過リース料中間期末残高相当額

 １年内 160百万円

 １年超 436百万円

 合計 597百万円

リース資産減損勘定中間期末残高
5百万円

 

 ② 未経過リース料期末残高相当

額及びリース資産減損勘定期末

残高

未経過リース料期末残高相当額

１年内 155百万円

１年超 514百万円

合計 669百万円

リース資産減損勘定期末残高
6百万円

 

 ③ 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

支払リース料 97百万円

減価償却費 

相当額
81百万円

支払利息 

相当額
23百万円

 ③ 支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

支払リース料 96百万円

リース資産減損
勘定の取崩額

0百万円

減価償却費 

相当額
79百万円

支払利息 

相当額
18百万円

 

 ③ 支払リース料、減価償却費相

当額、支払利息相当額及び減損

損失

支払リース料 195百万円

減価償却費 

相当額
161百万円

支払利息 

相当額
44百万円

減損損失 6百万円

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっています。

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

 ⑤ 利息相当額の算定方法

   リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利

息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によ

っています。

 ⑤ 利息相当額の算定方法

同左

 ⑤ 利息相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 

１ 時価のある有価証券 

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

 

  

当中間連結会計期間末（平成19年９月30日） 

１ 時価のある有価証券 

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

 
  

区分
取得原価 

(百万円)

中間連結貸借対照表 

計上額(百万円)

差額 

(百万円)

その他有価証券

 株式 2,747 3,454 706

 その他 563 898 335

計 3,310 4,352 1,041

内容 中間連結貸借対照表計上額(百万円)

その他有価証券

 非上場株式 529

区分
取得原価 

(百万円)

中間連結貸借対照表 

計上額(百万円)

差額 

(百万円)

その他有価証券

 株式 2,818 2,860 42

 その他 256 301 44

計 3,074 3,161 87

内容 中間連結貸借対照表計上額(百万円)

その他有価証券

 非上場株式 528



前連結会計年度末（平成19年３月31日） 

１ 時価のある有価証券 

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

 
  

区分
取得原価 

(百万円)

連結貸借対照表 

計上額(百万円)

差額 

(百万円)

その他有価証券

 株式 2,759 3,364 605

 その他 206 252 45

計 2,965 3,616 650

内容 連結貸借対照表計上額(百万円)

その他有価証券

 非上場株式 529



(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

通貨関連 

  

 
(注) 時価の算定方法 

 先物為替相場によっております。 

  

当中間連結会計期間末（平成19年９月30日） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

通貨関連 

  

 
(注) 時価の算定方法 

 先物為替相場によっております。 

  

区分 種類
契約額等
(百万円)

契約額等のうち
１年超(百万円)

時価
(百万円)

評価損益 
(百万円)

為替予約取引

市場取引以外の取引  売建

  米ドル 440 ― 453 △12

  ニュータイワンドル 75 ― 78 △3

合計 515 ― 532 △16

区分 種類
契約額等
(百万円)

契約額等のうち
１年超(百万円)

時価
(百万円)

評価損益 
(百万円)

為替予約取引

市場取引以外の取引  売建

  米ドル 885 ― 875 △10

  ユーロ 30 ― 29 △0

  ニュータイワンドル 90 ― 90 0

合計 1,005 ― 995 △10



前連結会計年度末（平成19年３月31日） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

通貨関連 

  

 
(注) 時価の算定方法 

 先物為替相場によっております。 

  

区分 種類
契約額等
(百万円)

契約額等のうち
１年超(百万円)

時価
(百万円)

評価損益 
(百万円)

為替予約取引

市場取引以外の取引  売建

  米ドル 342 ― 342 △0

  ユーロ 50 ― 50 0

  ニュータイワンドル 90 ― 89 △0

合計 482 ― 482 △0



(ストック・オプション等関係) 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

 該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

 該当事項はありません。 

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  当連結会計年度において存在したストック・オプションの内容 

 
  

 
  

  

  

  
  

会社名 提出会社

決議年月日 平成14年６月21日

付与対象者の区分及び人数(名)
当社取締役４ 当社従業員134
子会社取締役５ 子会社従業員12

株式の種類及び付与数(株) 普通株式 1,051,000

付与日 平成15年４月25日

権利確定条件

権利行使時においても、当社または当社の子会社の取
締役、監査役または従業員の地位にあることを要す
る。 
行使日の前日の東京証券取引所における当社株式の終
値が、１株あたりの払込金額の1.3倍以上であること
を要する。

対象勤務期間 平成15年４月25日～平成16年６月30日

権利行使期間 平成16年７月１日～平成19年６月30日

権利行使価格(円) 293

会社名 提出会社

決議年月日 平成15年６月20日

付与対象者の区分及び人数(名) 当社従業員163 子会社従業員25

株式の種類及び付与数(株) 普通株式 482,000

付与日 平成15年９月３日

権利確定条件

権利行使時においても、当社または当社の子会社の取
締役、監査役または従業員の地位にあることを要す
る。 
行使日の前日の東京証券取引所における当社株式の終
値が、１株あたりの払込金額の1.3倍以上であること
を要する。

対象勤務期間 平成15年９月３日～平成17年６月30日

権利行使期間 平成17年７月１日～平成20年６月30日

権利行使価格(円) 442



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、電子部品事業以外の事業を行

っていないため、単一セグメントとなっております。このため事業の種類別セグメント情報は作成してお

りません。 

  



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する国又は地域 

(1) アジア……………シンガポール、マレーシア、中国、台湾、韓国、フィリピン 

(2) 北米………………アメリカ、メキシコ 

(3) その他の地域……イギリス、ベルギー、ブラジル 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する国又は地域 

(1) アジア……………シンガポール、マレーシア、中国、台湾、韓国、フィリピン 

(2) 北米………………アメリカ、メキシコ 

(3) その他の地域……イギリス、ベルギー 

３ 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４ 会計処理基準に関する事項 ② 重要な減価

償却資産の減価償却の方法 (1)有形固定資産 (会計方針の変更)」に記載のとおり、法人税法の改正に伴

い、当中間連結会計期間から、平成19年４月１日以降に取得したものについては、改正後の法人税法に基づ

く方法に変更しております。 

この結果、従来の方法に比べて、日本において、営業費用は145百万円増加し、営業利益が同額減少してお

ります。 

また、(追加情報)に記載のとおり、当中間連結会計期間から、平成19年３月31日以前に取得したものについ

ては、償却可能限度額まで償却が終了した翌年から５年間で均等償却する方法によっております。 

この結果、従来の方法に比べて、日本において、営業費用は85百万円増加し、営業利益が同額減少しており

ます。 

日本
(百万円)

アジア 
(百万円)

北米
(百万円)

その他の
地域 

(百万円)

計
(百万円)

消去又は 
全社 

(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高

19,046 11,280 7,218 1,754 39,300 ― 39,300

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

11,215 9,831 12 34 21,093 (21,093) ―

計 30,262 21,111 7,231 1,788 60,394 (21,093) 39,300

営業費用 28,873 19,976 6,457 1,737 57,044 (21,057) 35,986

営業利益 1,388 1,135 774 51 3,349 (35) 3,313

日本
(百万円)

アジア 
(百万円)

北米
(百万円)

その他の
地域 

(百万円)

計
(百万円)

消去又は 
全社 

(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高

19,190 15,154 8,845 840 44,031 ― 44,031

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

16,626 13,976 23 211 30,838 (30,838) ―

計 35,817 29,131 8,868 1,051 74,869 (30,838) 44,031

営業費用 34,028 28,079 7,854 985 70,948 (30,724) 40,223

営業利益 1,788 1,051 1,014 66 3,921 (113) 3,807



４ 会計処理の変更に記載のとおり、当中間連結会計期間から、従来売上原価に計上していた研究開発費のう

ち、製造費用と区分して把握できる費用について、売上原価から販売費及び一般管理費へ計上することに変

更いたしました。 

この結果、従来の方法に比べて、日本において、営業費用は16百万円増加し、営業利益が同額減少しており

ます。 

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する国又は地域 

(1) アジア……………シンガポール、マレーシア、中国、台湾、韓国、フィリピン 

(2) 北米………………アメリカ、メキシコ 

(3) その他の地域……イギリス、ベルギー、ブラジル 

３ 会計処理の変更に記載のとおり、当連結会計年度から「役員賞与に関する会計基準」(企業会計基準委員会

平成17年11月29日 企業会計基準第４号)を適用しております。 

この結果、従来の方法に比べて、日本において、営業費用は95百万円増加し、営業利益が同額減少しており

ます。 

  

日本
(百万円)

アジア 
(百万円)

北米
(百万円)

その他の
地域 

(百万円)

計
(百万円)

消去又は 
全社 

(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高

36,905 23,338 15,894 2,936 79,074 ― 79,074

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

23,347 20,646 23 121 44,138 (44,138) ―

計 60,252 43,985 15,917 3,058 123,213 (44,138) 79,074

営業費用 58,657 42,216 14,090 3,079 118,043 (44,135) 73,908

営業利益又は営業損失(△) 1,594 1,768 1,827 △20 5,169 (3) 5,166



【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する国又は地域 

(1) アジア……………シンガポール、マレーシア、中国、台湾、韓国他 

(2) 北米………………アメリカ他 

(3) 欧州………………イギリス、ベルギー他 

(4) その他の地域……ブラジル他 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高(連結会社間の内部売上高を除

く)です。 

アジア 北米 欧州 その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 13,201 7,448 4,279 539 25,468

Ⅱ 連結売上高(百万円) ― ― ― ― 39,300

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％)

33.6 18.9 10.9 1.4 64.8

アジア 北米 欧州 その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 19,338 9,285 3,475 429 32,529

Ⅱ 連結売上高(百万円) ― ― ― ― 44,031

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％)

43.9 21.1 7.9 1.0 73.9

アジア 北米 欧州 その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 27,400 16,548 8,180 870 52,999

Ⅱ 連結売上高(百万円) ― ― ― ― 79,074

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％)

34.7 20.9 10.3 1.1 67.0



(企業結合等関係) 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

 該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

 (パーチェス法適用) 

当社の100％連結子会社(米国)のエスエムケイ エレクトロニクス コーポレーション ユーエスエ

ー及びエスエムケイ リンク エレクトロニクス コーポレーションは、Interlink Electronics, 

Inc.社の事業のうちBranded SolutionとOEM Solution(いずれもリモコン事業)の２つの事業部門の

事業譲渡を11,500千米ドルで、平成19年８月31日に受けました。 

１ 被取得企業の名称及び事業の内容、企業結合を行った主な理由、企業結合日、企業結合の法的

形式及び結合後企業の名称 

 (1) 相手企業の名称及び取得した事業の内容 

   Interlink Electronics, Inc. (米国カリフォルニア州) 

   電子機器製造事業(リモコン事業) 

 (2) 事業取得の理由 

米国市場を中心とするリモコンの小売り、及びプロジェクター・パソコン市場向けリモコン

の売上拡大を図るため実施しました。 

 (3) 事業取得日 

   平成19年８月31日 

 (4) 企業結合の法的形式 

   子会社による事業譲受 

 (5) 事業取得した企業の名称 

   エスエムケイ エレクトロニクス コーポレーション ユーエスエー(米国子会社) 

   エスエムケイ リンク エレクトロニクス コーポレーション(米国子会社) 

２ 中間連結財務諸表に含まれている取得事業の業績の期間 

   平成19年９月１日から平成19年９月30日 

３ 取得事業の取得原価 

   1,327百万円(11,500千米ドル概算額) 

４ のれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間 

 (1) のれんの金額 876百万円(7,594千米ドル) いずれも概算額です。 

 (2) 発生原因 取得した事業とのシナジー効果による利益増加見込 

 (3) 償却方法、償却期間 ５年による定額法 

５ 受入れた資産(概算額) 売掛金 169百万円(1,466千米ドル) 

             たな卸資産 408百万円(3,543千米ドル) 

  引受けた負債(概算額) 買掛金 127百万円(1,103千米ドル) 

６ 取得原価の配分は、資産査定が未了のため概算額によっております。 

７ 企業結合が中間連結会計期間の開始の日に完了したと仮定した場合の当中間連結会計期間の中

間連結損益計算書に及ぼす影響の概算額 

   事業の部分的な譲受のため概算額の算定が困難であり試算しておりません。 

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 



 該当事項はありません。 

  



(１株当たり情報) 

 
(注) １株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎 

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 435.31円 457.87円 445.33円

１株当たり中間(当期)純利益 29.95円 30.44円 47.48円

潜在株式調整後１株当たり 

中間(当期)純利益
29.90円 30.41円 47.41円

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり中間(当期)純利益

 中間連結(連結)損益計算 

 書上の中間(当期)純利益 

 (百万円)

2,335 2,337 3,693

 普通株主に帰属しない金 

 額(百万円)
― ― ―

 普通株式にかかる中間(当 

 期)純利益(百万円)
2,335 2,337 3,693

 普通株式の期中平均株式 

 数(千株)
77,981 76,812 77,794

潜在株式調整後１株当たり中 

間(当期)純利益

 中間(当期)純利益調整額 

 (百万円)
― ― ―

 普通株式増加数(千株) 136 71 111

  (うち新株予約権 

  (千株))
(136) (71) (111)

希薄化効果を有しないため、 

潜在株式調整後１株当たり中 

間(当期)純利益の算定に含ま 

れなかった潜在株式の概要

――――― ――――― ―――――



(重要な後発事象) 

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

――――― ――――― １ 会社法第165条第２項の規定に

よる定款の定めに基づく自己株

式の取得 

当社は、平成19年３月23日開催

の取締役会において、会社法第

165条第３項の規定により読み

替えて適用される同法第156条

の規定に基づき、自己株式を取

得することを決議し、自己株式

の取得を以下のとおり実施いた

しました。 

(1)理由 

企業環境の変化に対応した機動

的な経営を行うため 

(2)取得する株式の種類 

普通株式 

(3)取得する株式の数 

500,000株(上限） 

(4)株式取得価額の総額 

400百万円(上限) 

(5)自己株式取得の期間 

平成19年４月２日～ 

平成19年４月27日 

(6)その他 

上記により、当社普通株式

500,000株(取得価額376百万円)

を取得いたしました。



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

２ 会社法第165条第２項の規定に

よる定款の定めに基づく自己株

式の取得 

当社は、平成19年５月17日開催

の取締役会において、会社法第

165条第３項の規定により読み

替えて適用される同法第156条

の規定に基づき、自己株式を取

得することを決議いたしまし

た。 

(1)理由 

企業環境の変化に対応した機動

的な経営を行うため 

(2)取得する株式の種類 

普通株式 

(3)取得する株式の数 

1,000,000株(上限） 

(4)株式取得価額の総額 

750百万円(上限) 

(5)自己株式取得の期間 

平成19年５月18日～ 

平成19年６月21日 

(6)その他 

上記により、当社普通株式

500,000株(取得価額363百万円)

を取得いたしました。



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 

番号
金額(百万円)

構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 2,443 2,811 3,128

 ２ 受取手形 ※５ 915 571 1,068

 ３ 売掛金 22,042 26,097 20,875

 ４ たな卸資産 2,864 3,139 2,455

 ５ その他 ※３ 3,237 3,290 2,617

   流動資産合計 31,503 52.7 35,910 57.3 30,145 52.6

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産
※１ 

※２

  (1) 建物 4,599 4,352 4,360

  (2) 機械及び装置 2,301 2,760 2,418

  (3) 工具器具及び備品 2,957 2,954 2,932

  (4) 土地 4,276 4,276 4,276

  (5) その他 145 138 205

   有形固定資産合計 14,280 14,482 14,194

 ２ 無形固定資産 180 82 177

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 10,264 8,500 9,113

  (2) 長期貸付金 1,522 1,156 1,673

  (3) その他 3,068 2,925 2,902

   貸倒引当金 △1,020 △368 △870

   投資その他の資産合計 13,834 12,213 12,819

   固定資産合計 28,295 47.3 26,779 42.7 27,191 47.4

   資産合計 59,799 100.0 62,689 100.0 57,336 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 

番号
金額(百万円)

構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 439 169 171

 ２ 買掛金 3,954 4,823 4,133

 ３ 短期借入金 ※２ 9,815 9,671 8,983

 ４ 未払金 9,286 10,690 8,133

 ５ 未払法人税等 584 788 807

 ６ 賞与引当金 814 816 1,062

 ７ その他 744 704 762

   流動負債合計 25,640 42.9 27,663 44.1 24,053 42.0

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 300 300 300

 ２ 長期借入金 ※２ 2,867 4,787 3,141

 ３ 退職給付引当金 819 11 425

 ４ 役員退職慰労引当金 321 365 344

 ５ その他 330 396 398

   固定負債合計 4,639 7.7 5,860 9.4 4,609 8.0

   負債合計 30,279 50.6 33,524 53.5 28,662 50.0



 
  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 

番号
金額(百万円)

構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 7,996 7,996 7,996

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 12,057 12,057 12,057

  (2) その他資本剰余金 342 324 332

   資本剰余金合計 12,399 12,381 12,389

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 1,306 1,306 1,306

  (2) その他利益剰余金

    配当平均積立金 550 550 550

    退職積立金 370 370 370

    土地圧縮記帳積立金 159 159 159

    建物等圧縮記帳積立金 234 214 224

    特別償却準備金 40 32 36

    別途積立金 2,265 2,265 2,265

    繰越利益剰余金 4,439 5,425 3,824

   利益剰余金合計 9,364 10,323 8,734

 ４ 自己株式 △860 △1,624 △873

   株主資本合計 28,900 48.3 29,078 46.4 28,247 49.3

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

619 86 425

   評価・換算差額等 
   合計

619 1.0 86 0.1 425 0.7

   純資産合計 29,520 49.4 29,164 46.5 28,673 50.0

   負債純資産合計 59,799 100.0 62,689 100.0 57,336 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 30,258 100.0 35,808 100.0 60,232 100.0

Ⅱ 売上原価 26,795 88.6 31,611 88.3 54,437 90.4

   売上総利益 3,463 11.4 4,197 11.7 5,795 9.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費 2,083 6.9 2,399 6.7 4,220 7.0

   営業利益 1,379 4.5 1,797 5.0 1,574 2.6

Ⅳ 営業外収益 ※１ 1,954 6.5 2,005 5.6 2,554 4.3

Ⅴ 営業外費用 ※２ 207 0.7 467 1.3 462 0.8

   経常利益 3,125 10.3 3,335 9.3 3,665 6.1

Ⅵ 特別利益 ※４ 44 0.1 74 0.2 593 1.0

Ⅶ 特別損失
※５ 

※６
176 0.5 310 0.8 770 1.3

   税引前中間(当期)純利益 2,993 9.9 3,100 8.7 3,489 5.8

   法人税、住民税及び事業税 591 552 1,176

   法人税等調整額 236 828 2.7 336 889 2.5 311 1,488 2.5

   中間(当期)純利益 2,165 7.2 2,210 6.2 2,001 3.3



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本 

合計資本準備金 その他資本剰余金 利益準備金 その他利益剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 7,996 12,057 372 1,306 6,371 △194 27,909

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 ― ― ― ― △392 ― △392

 取締役賞与金 ― ― ― ― △85 ― △85

 中間純利益 ― ― ― ― 2,165 ― 2,165

 自己株式の取得 ― ― ― ― ― △738 △738

 自己株式の処分 ― ― △30 ― ― 72 41

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

― ― ― ― ― ― ―

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― ― △30 ― 1,687 △666 990

平成18年９月30日残高(百万円) 7,996 12,057 342 1,306 8,058 △860 28,900

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 840 840 28,749

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 ― ― △392

 取締役賞与金 ― ― △85

 中間純利益 ― ― 2,165

 自己株式の取得 ― ― △738

 自己株式の処分 ― ― 41

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

△220 △220 △220

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△220 △220 770

平成18年９月30日残高(百万円) 619 619 29,520



(注)その他利益剰余金の内訳 

 
 (注) １ 平成18年６月の定時株主総会における利益処分による任意積立金取崩項目は次のとおりであります。 

    任意積立金取崩額 

    １．建物等圧縮記帳積立金取崩額     22百万円 

    ２．特別償却準備金取崩額        12百万円 

 ２ 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目は次のとおりであります。 

    利益処分額 

    １．配当金               392百万円 

    ２．取締役賞与金            85百万円 

    ３．任意積立金 

     (1) 特別償却準備金           7百万円 

          合計            485百万円 

  

配当平均 
積立金

退職積立金
土地圧縮記帳

積立金
建物等圧縮
記帳積立金

特別償却
準備金

別途積立金
繰越利益 
剰余金

合計

平成18年３月31日残
高(百万円)

550 370 159 267 44 2,265 2,715 6,371

中間会計期間中の変
動額

 剰余金の配当 ― ― ― ― ― ― △392 △392

 取締役賞与金 ― ― ― ― ― ― △85 △85

 中間純利益 ― ― ― ― ― ― 2,165 2,165

 建物圧縮記帳積立 
 金の取崩 (注)1

― ― ― △32 ― ― 32 ―

 特別償却準備金の 
 繰入   (注)2

― ― ― ― 12 ― △12 ―

 特別償却準備金の 
 取崩   (注)1

― ― ― ― △17 ― 17 ―

中間会計期間中の変
動額合計(百万円)

― ― ― △32 △4 ― 1,724 1,687

平成18年９月30日残
高(百万円)

550 370 159 234 40 2,265 4,439 8,058



当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本 

合計資本準備金 その他資本剰余金 利益準備金 その他利益剰余金

平成19年３月31日残高(百万円) 7,996 12,057 332 1,306 7,428 △873 28,247

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 ― ― ― ― △621 ― △621

 中間純利益 ― ― ― ― 2,210 ― 2,210

 自己株式の取得 ― ― ― ― ― △772 △772

 自己株式の処分 ― ― △7 ― ― 21 13

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

― ― ― ― ― ― ―

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― ― △7 ― 1,589 △750 830

平成19年９月30日残高(百万円) 7,996 12,057 324 1,306 9,017 △1,624 29,078

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成19年３月31日残高(百万円) 425 425 28,673

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 ― ― △621

 中間純利益 ― ― 2,210

 自己株式の取得 ― ― △772

 自己株式の処分 ― ― 13

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

△338 △338 △338

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△338 △338 491

平成19年９月30日残高(百万円) 86 86 29,164



(注)その他利益剰余金の内訳 

 
  

前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

配当平均 
積立金

退職積立金
土地圧縮記帳

積立金
建物等圧縮
記帳積立金

特別償却
準備金

別途積立金
繰越利益 
剰余金

合計

平成19年３月31日残
高(百万円)

550 370 159 224 36 2,265 3,824 7,428

中間会計期間中の変
動額

 剰余金の配当 ― ― ― ― ― ― △621 △621

 中間純利益 ― ― ― ― ― ― 2,210 2,210

 建物圧縮記帳積立 
 金の取崩

― ― ― △9 ― ― 9 ―

 特別償却準備金の 
 繰入

― ― ― ― 1 ― △1 ―

 特別償却準備金の 
 取崩

― ― ― ― △5 ― 5 ―

中間会計期間中の変
動額合計(百万円)

― ― ― △9 △3 ― 1,601 1,589

平成19年９月30日残
高(百万円)

550 370 159 214 32 2,265 5,425 9,017

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本 

合計資本準備金 その他資本剰余金 利益準備金 その他利益剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 7,996 12,057 372 1,306 6,371 △194 27,909

事業年度中の変動額

 剰余金の配当 ― ― ― ― △859 ― △859

 取締役賞与金 ― ― ― ― △85 ― △85

 当期純利益 ― ― ― ― 2,001 ― 2,001

 自己株式の取得 ― ― ― ― ― △773 △773

 自己株式の処分 ― ― △39 ― ― 94 54

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

― ― ― ― ― ― ―

事業年度中の変動額合計 
(百万円)

― ― △39 ― 1,057 △678 338

平成19年３月31日残高(百万円) 7,996 12,057 332 1,306 7,428 △873 28,247

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 840 840 28,749

事業年度中の変動額

 剰余金の配当 ― ― △859

 取締役賞与金 ― ― △85

 当期純利益 ― ― 2,001

 自己株式の取得 ― ― △773

 自己株式の処分 ― ― 54

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

△414 △414 △414

事業年度中の変動額合計 
(百万円)

△414 △414 △76

平成19年３月31日残高(百万円) 425 425 28,673



(注)その他利益剰余金の内訳 

 
 (注) １ 平成18年６月の定時株主総会における利益処分による任意積立金取崩項目は次のとおりであります。 

    任意積立金取崩額 

    １．建物等圧縮記帳積立金取崩額     22百万円 

    ２．特別償却準備金取崩額        12百万円 

 ２ 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目は次のとおりであります。 

    利益処分額 

    １．配当金               392百万円 

    ２．取締役賞与金            85百万円 

    ３．任意積立金 

     (1) 特別償却準備金           7百万円 

          合計            485百万円 

   

  

  

配当平均 
積立金

退職積立金
土地圧縮記帳

積立金
建物等圧縮
記帳積立金

特別償却
準備金

別途積立金
繰越利益 
剰余金

合計

平成18年３月31日残
高(百万円)

550 370 159 267 44 2,265 2,715 6,371

事業年度中の変動額

 剰余金の配当 ― ― ― ― ― ― △859 △859

 取締役賞与金 ― ― ― ― ― ― △85 △85

 当期純利益 ― ― ― ― ― ― 2,001 2,001

 建物圧縮記帳積立 
 金の取崩 (注)1

― ― ― △43 ― ― 43 ―

 特別償却準備金の 
 繰入   (注)2

― ― ― ― 14 ― △14 ―

 特別償却準備金の 
 取崩   (注)1

― ― ― ― △23 ― 23 ―

事業年度中の変動額
合計(百万円)

― ― ― △43 △8 ― 1,108 1,057

平成19年３月31日残
高(百万円)

550 370 159 224 36 2,265 3,824 7,428



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 資産の評価基準及

び評価方法

(1) 有価証券

子会社株式及び関連会社

株式

移動平均法による原

価法

その他有価証券

時価のあるもの

中間決算末日の市場

価格等に基づく時価

法(評価差額は、全

部純資産直入法によ

り処理し、売却原価

は、移動平均法によ

り算定)

(1) 有価証券

同左

(1) 有価証券

子会社株式及び関連会社

株式

移動平均法による原

価法

その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は、全部

純資産直入法により

処理し、売却原価

は、移動平均法によ

り算定)

時価のないもの

移動平均法による原

価法

時価のないもの

移動平均法による原

価法

(2) デリバティブ

    時価法

(2) デリバティブ

同左

(2) デリバティブ

同左

(3) たな卸資産

 製品 売価還元法によ

る原価法

 原材料 最終仕入原価法

による原価法

 仕掛品 材料費について

は最終仕入原価

法による原価、

労務費・経費に

ついては実際発

生額の合計額で

す。

 貯蔵品 最終仕入原価法

による原価法

(3) たな卸資産

同左

(3) たな卸資産

同左



前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

２ 固定資産の減価償

却の方法

(1) 有形固定資産

定率法

ただし、平成10年４月１

日以降取得した建物(建

物付属設備を除く)につ

いては、定額法によって

います。

また、主な耐用年数は次

のとおりです。

建物     15～50年

構築物    10～15年

機械及び装置   10年

車輌及び運搬具  ４年

工具器具   ２～６年
及び備品

(1) 有形固定資産

定率法

ただし、平成10年４月１

日以降取得した建物(建

物付属設備を除く)につ

いては、定額法によって

います。

また、主な耐用年数は次

のとおりです。

建物     15～50年

構築物    10～15年

機械及び装置   10年

車輌及び運搬具  ４年

工具器具   ２～６年
及び備品

（会計方針の変更）
法人税法の改正（(所得
税法等の一部を改正する
法律 平成19年３月30日
法律第６号）及び（法人
税法施行令の一部を改正
する政令 平成19年３月
30日 政令第83号)）に
伴い、当中間会計期間か
ら、平成19年４月１日以
降に取得したものについ
ては、改正後の法人税法
に基づく方法に変更して
おります。
これに伴い、前中間会計
期間と同一の方法によっ
た場合と比べ、営業利
益、経常利益及び税引前
中間純利益が145百万円
それぞれ減少しておりま
す。

（追加情報）
当中間会計期間から、平
成19年３月31日以前に取
得したものについては、
償却可能限度額まで償却
が終了した翌年から５年
間で均等償却する方法に
よっております。
これに伴い、前中間会計
期間と同一の方法によっ
た場合と比べ、営業利益
が83百万円減少し、経常
利益及び税引前中間純利
益が85百万円それぞれ減
少しております。

(1) 有形固定資産

定率法

ただし、平成10年４月１

日以降取得した建物(建

物付属設備を除く)につ

いては、定額法によって

います。

また、主な耐用年数は次

のとおりです。

建物     15～50年

構築物    10～15年

機械及び装置   10年

車輌及び運搬具  ４年

工具器具   ２～６年
及び備品



前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(2) 無形固定資産

定額法

なお、自社利用のソフト

ウェアについては、社内

における利用可能期間

(５年)に基づいていま

す。

(2) 無形固定資産
同左

(2) 無形固定資産

同左

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権

については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上し

ています。

(1) 貸倒引当金

同左

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金

従業員に対する賞与の支

給に充てるため、当中間

会計期間末以降における

支給見込額のうち、当中

間会計期間に属する支給

対象期間に対応する金額

を計上しています。

(2) 賞与引当金
同左

(2) 賞与引当金

従業員に対する賞与の支

給に充てるため、翌期に

おける支給見込額のう

ち、当期に属する支給対

象期間に対応する金額を

計上しています。

───── (3) 役員賞与引当金
─────

(3) 役員賞与引当金
役員に対する賞与の支給

に充てるため、当事業年

度における支給見込額に

基づき計上しています。

(4) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備え

るため、当期末における

退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当

中間会計期間末において

発生していると認められ

る額を計上しています。

数理計算上の差異につい

ては、各期の発生時の従

業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(５年)

による按分額を定額法に

よりそれぞれ発生の翌期

より費用処理していま

す。

過去勤務債務について

は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(５年)によ

る按分額を定額法により

費用処理しています。

(4) 退職給付引当金
同左
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(4) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備え

るため、当期末における

退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当

期末において発生してい

ると認められる額を計上

しています。

数理計算上の差異につい

ては、各期の発生時の従

業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(５年)

による按分額を定額法に

よりそれぞれ発生の翌期

より費用処理していま

す。

過去勤務債務について

は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(５年)によ

る按分額を定額法により

費用処理しています。

(5) 役員退職慰労引当金

取締役及び執行役員の退

職慰労金の支給に備える

ため、内規に基づく当中

間会計期間末要支給額を

計上しています。

(5) 役員退職慰労引当金
同左

(5) 役員退職慰労引当金

取締役及び執行役員の退

職慰労金の支給に備える

ため、内規に基づく期末

要支給額を計上していま

す。



 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

４ 外貨建の資産及び

負債の本邦通貨

への換算基準

外貨建金銭債権債務は、中

間決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差

額は損益として処理してい

ます。

同左 

 

外貨建金銭債権債務は、決

算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は

損益として処理していま

す。

５ リース取引の処理

方法

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によってい

ます。

同左 同左

６ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

特例処理の要件を満たし

ている金利スワップにつ

いて、当該特例処理によ

っています。

(1) ヘッジ会計の方法
同左

(1) ヘッジ会計の方法
同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

 ヘッジ手段

金利スワップ

ヘッジ対象

金利変動により影響

を受ける長期借入金

利息

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象
同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象
同左

(3) ヘッジ方針

当社所定の社内承認手続

を行った上で、借入金利

息の金利変動リスクを回

避する目的により、金利

スワップを利用していま

す。

(3) ヘッジ方針
同左

(3) ヘッジ方針
同左

(4) ヘッジ有効性評価の方

法

金利スワップについて

は、特例処理によってい

るため、有効性の評価の

判定を省略しています。

(4) ヘッジ有効性評価の方

法
同左

(4) ヘッジ有効性評価の方

法

同左

７ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっていま

す。

消費税等の会計処理

同左

消費税等の会計処理

同左



会計処理の変更 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等) 

当中間会計期間から「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号)

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８

号)を適用しております。 

これによる損益に与える影響はあり

ません。 

なお、従来の「資本の部」の合計に

相当する金額は29,520百万円であり

ます。 

中間財務諸表等規則の改正により、

当中間会計期間における中間財務諸

表は、改正後の中間財務諸表等規則

により作成しております。

───── (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等) 

当事業年度から「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」

(企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準第５号)及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」(企

業会計基準委員会 平成17年12月９

日 企業会計基準適用指針第８号)

を適用しております。 

これによる損益に与える影響はあり

ません。 

なお、従来の「資本の部」の合計に

相当する金額は28,673百万円であり

ます。 

財務諸表等規則の改正により、当事

業年度における財務諸表は、改正後

の財務諸表等規則により作成してお

ります。

(役員賞与に関する会計基準) 

当中間会計期間から「役員賞与に関

する会計基準」(企業会計基準委員

会 平成17年11月29日 企業会計基

準第４号)を適用しております。 

これによる損益に与える影響はあり

ません。 

 

 

─────

─────

 

 

 

 

 

 

 

 
(研究開発費) 
当社の研究開発費につきましては、
従来研究開発活動が設計部門におい
てなされ、製造費用に含めて把握さ
れていたため売上原価に計上してお
りました。 
当中間会計期間において当社開発セ
ンターの組織変更を行うなどによ
り、製造費用と区分して把握できる
ようになりました。これにより、当
中間会計期間より、当該区分できる
費用につきまして売上原価から販売
費及び一般管理費へ計上することに
変更いたしました。 
この変更により、従来の方法に比
べ、当中間会計期間の売上原価は
201百万円減少し、売上総利益は同
額増加し、販売費及び一般管理費は
217百万円増加しております。ま
た、営業利益、経常利益及び税引前
中間純利益はそれぞれ16百万円減少
しております。

(役員賞与に関する会計基準) 

当事業年度から「役員賞与に関する

会計基準」(企業会計基準委員会

平成17年11月29日 企業会計基準第

４号)を適用しております。 

この結果、従来の方法に比べて、営

業利益、経常利益及び税引前当期純

利益が、95百万円減少しておりま

す。

─────



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度末 
(平成19年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

31,185百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

32,620百万円
減価償却累計額には、減損損失
累計額を含めています。

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

31,682百万円
減価償却累計額には、減損損失
累計額を含めています。

※２ 担保 ※２ 担保 ※２ 担保

 

(1) 担保に供されている資産

(工場財団組成物件)

建物 1,229百万円

構築物 35百万円

機械及び装置 92百万円
工具器具及び備
品 10百万円
土地 380百万円

計 1,749百万円

(上記以外の物件)

建物 43百万円

構築物 0百万円
土地 728百万円

計 772百万円

 

(1) 担保に供されている資産

(工場財団組成物件)

建物 619百万円

構築物 17百万円

機械及び装置 6百万円
工具器具及び備
品 0百万円
土地 162百万円

計 805百万円

(上記以外の物件)

建物 41百万円

構築物 0百万円
土地 728百万円

計 770百万円

 

(1) 担保に供されている資産

(工場財団組成物件)

建物 1,194百万円

構築物 34百万円

機械及び装置 84百万円
工具器具及び備
品 10百万円
土地 380百万円

計 1,704百万円

(上記以外の物件)

建物 42百万円

構築物 0百万円
土地 728百万円

計 771百万円

(2) 当該債務

一年内に返済予
定の長期借入金 1,417百万円

長期借入金 413百万円

(2) 当該債務

一年内に返済予
定の長期借入金 128百万円

長期借入金 285百万円

(2) 当該債務

一年内に返済予
定の長期借入金 1,212百万円

長期借入金 319百万円

※３ 消費税等の表示

仮払消費税等及び仮受消費税等

は相殺し、相殺後の金額は流動

資産の「その他」に含めて表示

しています。

※３ 消費税等の表示

同左

※３ 消費税等の表示

未収消費税等は、流動資産の

「その他」に含めて表示してい

ます。

 ４ 偶発債務

下記の関係会社の銀行借入金に

ついて保証を行っています。

 ４ 偶発債務

下記の関係会社の銀行借入金に

ついて保証を行っています。

 ４ 偶発債務

下記の関係会社の銀行借入金に

ついて保証を行っています。

 

昭和エンタプライ
ズ株式会社 500百万円

エスエムケイエレ
クトロニクス マ 
レーシア エスデ 
ィーエヌ ビーエ 
イチディー 67百万円

昭和エンタプライ
ズ株式会社 500百万円

計 567百万円

エスエムケイエレ 
クトロニクス マ 
レーシア エスデ 
ィーエヌ ビーエ 
イチディー 127百万円

昭和エンタプライ 
ズ株式会社 500百万円

計 627百万円

※５ 中間会計期間末日満期手形の会
計処理については、手形交換日を
もって決済処理しています。
なお、当中間会計期間末日が金融
機関の休日であったため、次の中
間会計期間末日満期手形が、中間
会計期間末残高に含まれていま
す。
受取手形      71百万円

※５ 中間会計期間末日満期手形の会
計処理については、手形交換日を
もって決済処理しています。
なお、当中間会計期間末日が金融
機関の休日であったため、次の中
間会計期間末日満期手形が、中間
会計期間末残高に含まれていま
す。
受取手形     54百万円

※５ 期末日満期手形の会計処理につ
いては、手形交換日をもって決済
処理しています。
なお、当期末日が金融機関の休日
であったため、次の期末日満期手
形が、期末残高に含まれていま
す。 
 
受取手形      69百万円



次へ 

(中間損益計算書関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 営業外収益の主要項目

受取利息 26百万円

受取配当金 1,412百万円

賃貸料 417百万円

※１ 営業外収益の主要項目

受取利息 34百万円

受取配当金 1,486百万円

賃貸料 450百万円

※１ 営業外収益の主要項目

受取利息 76百万円

受取配当金 1,461百万円

賃借料 864百万円

 

※２ 営業外費用の主要項目

支払利息 67百万円

租税公課 42百万円

減価償却費 44百万円

※２ 営業外費用の主要項目

支払利息 98百万円

租税公課 46百万円

減価償却費 52百万円

為替差損 205百万円
 

※２ 営業外費用の主要項目

支払利息 148百万円

租税公課 87百万円

減価償却費 99百万円

 ３ 減価償却実施額

有形固定資産 965百万円

無形固定資産 20百万円

 ３ 減価償却実施額

有形固定資産 1,373百万円

無形固定資産 24百万円

 ３ 減価償却実施額

有形固定資産 2,266百万円

無形固定資産 44百万円

─────

   

───── ※４ 特別利益の主要項目

投資有価証券
売却益

544百万円

※５ 特別損失の主要項目

固定資産除却損 127百万円

───── ─────

─────

 

※６ 減損損失

当社は、以下の資産について減損
損失を計上しました。

場所 用途 種類

茨城県日立

市

遊休資産

(フェルー

ル製造設

備)

機械及び装

置、無形固

定資産(特

許権)

当社は、事業用資産については事
業部別、賃貸用不動産については
個々の物件毎に１つの資産グルー
プとしてグルーピングしていま
す。
また、将来の使用が見込まれてい
ない遊休資産については個々の物
件毎にグルーピングしています。
上記の資産は、当中間会計期間に
おいて、遊休資産と認められ、か
つ将来計画が明確でないため、帳
簿価額を回収可能価額まで減額
し、当該減少額を減損損失(124百
万円)として特別損失に計上しま
した。
減損損失の内訳は、機械及び装置
46百万円、無形固定資産(特許権)
78百万円です。
なお、回収可能価額は正味売却価
額によっております。

 

※６ 減損損失

当社は、以下の資産グループにつ
いて減損損失を計上しました。

場所 用途 種類

タッチパネ

ル事業部 

（富山県富

山市）

タッチパネ

ル製造設備

建物、構築

物、機械及

び装置、車

輌及び運搬

具、工具器

具及び備

品、リース

資産

当社は、事業用資産については事
業部別、賃貸用不動産については
個々の物件毎に１つの資産グルー
プとしてグルーピングしていま
す。
上記の資産グループは、市場の価
格競争が厳しいため売上高、利益
ともに低下傾向にあり、事業計画
を見直しして将来キャッシュ・フ
ローの見積りを行いましたが、そ
れぞれ資産価額を回復するまでの
収益力が認められませんでした。
このため、これらの資産グループ
の帳簿価額を回収可能価額まで減
額し、当該減少額を減損損失(319
百万円)として特別損失に計上し
ました。
減損損失の内訳は、建物89百万
円、構築物０百万円、機械及び装
置188百万円、車輌及び運搬具０
百万円、工具器具及び備品34百万
円、リース資産６百万円です。



(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 自己株式に関する事項 

   
  （変動事由の概要） 

  増加数の内訳は、次のとおりであります。 

   旧商法211条ノ３第１項第２号及び会社法第165条第３項の規定に基づく取得による増加 931,000株 

   単元未満株式の買取りによる増加 39,996株 

  減少数の内訳は、次のとおりであります。 

   ストック・オプションの権利行使による減少 105,000株 

   単元未満株式の買増し請求による減少 6,652株 

  

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 自己株式に関する事項 

   
  （変動事由の概要） 

  増加数の内訳は、次のとおりであります。 

   旧商法211条ノ３第１項第２号及び会社法第165条第３項の規定に基づく取得による増加  1,000,000株 

   単元未満株式の買取りによる増加  39,590株 

  減少数の内訳は、次のとおりであります。 

   ストック・オプションの権利行使による減少   28,000株 

   単元未満株式の買増し請求による減少  2,464株 

  

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 自己株式に関する事項 

 
  （変動事由の概要） 

  増加数の内訳は、次のとおりであります。 

   旧商法211条ノ３第１項第２号及び会社法第165条第３項の規定に基づく取得による増加  931,000株 

   単元未満株式の買取りによる増加  82,467株 

  減少数の内訳は、次のとおりであります。 

   ストック・オプションの権利行使による減少   135,000株 

   単元未満株式の買増し請求による減少  9,579株 

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） 406,577 970,996 111,652 1,265,921

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） 1,275,465 1,039,590 30,464 2,284,591

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 406,577 1,013,467 144,579 1,275,465



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額

取得価額 
相当額

減価償却 
累計額 
相当額

中間期末
残高 
相当額

百万円 百万円 百万円

機械及び 
装置

836 194 641

工具器具 
及び備品

53 19 34

合計 889 213 675

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額

取得価額
相当額

減価償却
累計額 
相当額

中間期末
残高 

相当額

百万円 百万円 百万円

機械及び 
装置

836 339 497

工具器具 
及び備品

53 30 22

その他 12 8 4

合計 902 377 524

 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額

取得価額
相当額

減価償却 
累計額 
相当額

期末残高
相当額

百万円 百万円 百万円

機械及び
装置

836 269 566

工具器具
及び備品

53 24 28

合計 889 294 594

 

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額

 １年内 141百万円

 １年超 558百万円

 合計 699百万円

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額及びリース資産減損勘定

中間期末残高

   未経過リース料中間期末残高相
   当額

 １年内 153百万円

 １年超 410百万円

 合計 563百万円  

 ② 未経過リース料期末残高相当

額及びリース資産減損勘定期末

残高

 未経過リース料期末残高相当額

１年内 145百万円

１年超 484百万円

合計 630百万円

 

  

 

 ③ 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

支払リース料 89百万円

減価償却費 

相当額
75百万円

支払利息 

相当額
21百万円

  リース資産減損勘定中間期末残

高         5百万円

 ③ 支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費相

当額、支払利息相当額

支払リース料
リース資産減損
損失勘定の取崩
額

90百万円

 0百万円

減価償却費 

相当額
76百万円

支払利息 

相当額
17百万円  

  リース資産減損勘定期末残高 

          6百万円

 ③ 支払リース料、減価償却費相

当額、支払利息相当額及び減損

損失

支払リース料 179百万円

減価償却費 

相当額
151百万円

支払利息 

相当額

減損損失

41百万円

 6百万円

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっています。

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

 ⑤ 利息相当額の算定方法

   リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利

息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によ

っています。

 ⑤ 利息相当額の算定方法

同左

 ⑤ 利息相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成18年９月30日) 

時価のある子会社株式及び関連会社株式は所有しておりません。 

  

当中間会計期間末(平成19年９月30日) 

時価のある子会社株式及び関連会社株式は所有しておりません。 

  

前事業年度末(平成19年３月31日) 

時価のある子会社株式及び関連会社株式は所有しておりません。 

  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  



(重要な後発事象) 

  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

───── ───── １ 会社法第165条第２項の規定に

よる定款の定めに基づく自己株

式の取得 

当社は、平成19年３月23日開催

の取締役会において、会社法第

165条第３項の規定により読み

替えて適用される同法第156条

の規定に基づき、自己株式を取

得することを決議し、自己株式

の取得を以下のとおり実施いた

しました。 

(1)理由 

企業環境の変化に対応した機動

的な経営を行うため 

(2)取得する株式の種類 

普通株式 

(3)取得する株式の数 

500,000株(上限） 

(4)株式取得価額の総額 

400百万円(上限) 

(5)自己株式取得の期間 

平成19年４月２日～ 

平成19年４月27日 

(6)その他 

上記により、当社普通株式

500,000株(取得価額376百万円)

を取得いたしました。



 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

２ 会社法第165条第２項の規定に

よる定款の定めに基づく自己株

式の取得 

当社は、平成19年５月17日開催

の取締役会において、会社法第

165条第３項の規定により読み

替えて適用される同法第156条

の規定に基づき、自己株式を取

得することを決議いたしまし

た。 

(1)理由 

企業環境の変化に対応した機動

的な経営を行うため 

(2)取得する株式の種類 

普通株式 

(3)取得する株式の数 

1,000,000株(上限） 

(4)株式取得価額の総額 

750百万円(上限) 

(5)自己株式取得の期間 

平成19年５月18日～ 

平成19年６月21日 

(6)その他 

上記により、当社普通株式

500,000株(取得価額363百万円)

を取得いたしました。



(2) 【その他】 

第86期(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)中間配当については、平成19年10月25日開催の

取締役会において、平成19年９月30日の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に

対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。 

① 中間配当金の総額                 537百万円 

② １株当たり中間配当金               7円00銭 

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日   平成19年11月22日 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 自己株券買付状況報告書 

報告期間 (自 平成19年３月１日 至 平成19年３月31日)平成19年４月13日関東財務局長に提出。 

(2) 自己株券買付状況報告書 

報告期間 (自 平成19年４月１日 至 平成19年４月30日)平成19年５月15日関東財務局長に提出。 

(3) 自己株券買付状況報告書 

報告期間 (自 平成19年５月１日 至 平成19年５月31日)平成19年６月15日関東財務局長に提出。 

(4) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第85期(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日)平成19年６月22日関東財務局長に提

出。 

(5) 自己株券買付状況報告書 

報告期間 (自 平成19年６月１日 至 平成19年６月22日)平成19年７月４日関東財務局長に提出。 

(6) 自己株券買付状況報告書 

報告期間 (自 平成19年６月１日 至 平成19年６月30日)平成19年７月13日関東財務局長に提出。 

(7) 有価証券報告書の訂正報告書 

  訂正報告書(上記(4)有価証券報告書の訂正報告書)を平成19年12月19日関東財務局長に提出。 

  

  



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 

平成18年12月14日

ＳＭＫ株式会社 

 取締役会 御中 
 

  
 

 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているＳＭＫ株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間

(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、

中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間

監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、ＳＭＫ株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

  

   
  

 

新日本監査法人

指定社員
業務執行社員

公認会計士  鈴  木  茂  夫  ㊞

 

指定社員
業務執行社員

公認会計士  千  頭     力  ㊞

 

(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。



独立監査人の中間監査報告書 

平成19年12月19日

ＳＭＫ株式会社 

 取締役会 御中 
 

  
 

  
 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられているＳＭＫ株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の中間連結

会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借

対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書につ

いて中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、ＳＭＫ株式会社及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

  

 

新日本監査法人

指定社員
業務執行社員

公認会計士  鈴  木  茂  夫  ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士  谷  村  和  夫  ㊞

 

指定社員
業務執行社員

公認会計士  千  頭     力  ㊞

 

(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。



独立監査人の中間監査報告書 

平成18年12月14日

ＳＭＫ株式会社 

 取締役会 御中 
 

  
 

 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているＳＭＫ株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第85期事業年度の中間会計期間(平

成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計

算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、ＳＭＫ株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期

間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

  

 

新日本監査法人

指定社員
業務執行社員

公認会計士  鈴  木  茂  夫  ㊞

 

指定社員
業務執行社員

公認会計士  千  頭     力  ㊞

 

(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。



独立監査人の中間監査報告書 

平成19年12月19日

ＳＭＫ株式会社 

 取締役会 御中 
 

  
 

  
 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられているＳＭＫ株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第86期事業年度の中間会

計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中

間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、ＳＭＫ株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期

間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

  

 

新日本監査法人

指定社員
業務執行社員

公認会計士  鈴  木  茂  夫  ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士  谷  村  和  夫  ㊞

 

指定社員
業務執行社員

公認会計士  千  頭     力  ㊞

 

(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。
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